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平 成 2 8 年 第 １ 回

沖縄県議会（定例会）

開会の日時、場所

平成28年３月９日（水曜日）

午前10時３分開会

第１委員会室

出席委員

委員長 上 原 章君 中 川 京 貴君

副委員長 砂 川 利 勝君 中 川 京 貴君

委 員 座喜味 一 幸君 新 垣 哲 司君

仲 村 未 央さん 崎 山 嗣 幸君

玉 城 満君 瑞慶覧 功君

玉 城 ノブ子さん 儀 間 光 秀君

具志堅 徹君 喜 納 昌 春君

説明のため出席した者の職、氏名

農 林 水 産 部 長 島 田 勉君

農林水産総務課研究企画監 生 沢 均君

流通・加工推進課長 玉那覇 靖君

農 政 経 済 課 長 崎 原 盛 光君

営 農 支 援 課 長 新 里 良 章君

園 芸 振 興 課 長 松 尾 安 人君

糖 業 農 産 課 長 西 村 真君

畜 産 課 長 長 崎 祐 二君

農 地 農 村 整 備 課 長 植 田 修君

森 林 管 理 課 長 金 城 克 明君

水 産 課 長 新 里 勝 也君

漁 港 漁 場 課 長 島 袋 均君

労働委員会参事監兼事務局長 大 城 玲 子さん

本日の委員会に付した事件

１ 甲第１号議案 平成28年度沖縄県一般会計予算

（農林水産部及び労働委員会所管分）

２ 甲第２号議案 平成28年度沖縄県農業改良資

金特別会計予算

３ 甲第９号議案 平成28年度沖縄県沿岸漁業改

善資金特別会計予算

４ 甲第10号議案 平成28年度沖縄県中央卸売市

場事業特別会計予算

５ 甲第11号議案 平成28年度沖縄県林業改善資

金特別会計予算
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○上原章委員長 ただいまから、経済労働委員会を

開会いたします。

本委員会の所管事務に係る予算事項の調査につい

てに係る甲第１号議案、甲第２号議案及び甲第９号

議案から甲第11号議案までの予算議案５件の調査を

一括して議題といたします。

本日の説明員として、農林水産部長及び労働委員

会事務局長の出席を求めております。

まず初めに、農林水産部長から予算の概要説明を

求め、労働委員会事務局長の説明は省略いたします。

それでは、農林水産部長から農林水産部関係予算

の概要説明を求めます。

島田勉農林水産部長。

○島田勉農林水産部長 それでは、平成28年度農林

水産部関係予算の概要につきまして、お手元にお配

りしてございます、抜粋版平成28年度当初予算説明

資料農林水産部に基づき御説明させていただきます。

１ページをお開きください。

県全体の平成28年度一般会計歳出予算額における

部局別の歳出予算額です。

表の最下段の合計の金額になりますが、沖縄県全

体の平成28年度一般会計歳出予算額7541億5600万円

のうち、農林水産部所管分は、８行目の金額になり

ますが、611億6505万6000円となっております。

前年度の農林水産部の予算額587億6610万7000円と

比較しますと、23億9894万9000円、率で4.1％の増と

なっております。

また、一般会計歳出予算の部局別構成比でありま

すが、県全体の平成28年度一般会計歳出予算額に占

める農林水産部の割合は、8.1％となっております。

次に、一般会計歳入予算の概要について御説明い

たします。

２ページをお開きください。

平成28年度一般会計における農林水産部関係の歳

入予算額は、表の最下段の合計の金額になりますが、

454億3210万円となっており、前年度当初予算額432

億4992万5000円と比較しますと、21億8217万5000円、

率で5.0％の増となっております。

それでは、その内容について款ごとに御説明いた

します。

８行目になりますが、８、分担金及び負担金７億

経済労働委員会記録（第２号）



－95－

5096万5000円は、土地改良法に基づく水利施設整備

事業等に係る受益者の分担金及び負担金等でありま

す。

その下の９、使用料及び手数料9916万4000円は、

農業大学校授業料、漁港区域使用料及び漁港施設用

地目的外使用料等であります。

その下の10、国庫支出金379億2621万5000円は、災

害復旧に要する国庫負担金、沖縄振興特別推進交付

金等の国庫補助金及び委託試験研究費に係る委託金

等であります。

その下の11、財産収入３億7543万円は、県営林野

の土地貸付料及び試験研究機関等で生産された農林

水産物の売り払い代等であります。

次に２行下の13、繰入金３億5919万6000円は、農

業改良資金の貸付原資に係る国への元金返済に伴う

一般会計への繰入金等及び農業構造改革支援基金に

係る基金繰入金等であります。

次に、その２行下の15、諸収入12億3193万円は、

中央卸売市場販売促進貸付金に係る元利収入、試験

研究機関の受託試験研究費及び青年就農給付金事業

等であります。

その下の16、県債47億3420万円は、公共事業等及

び災害復旧に充当する県債であります。

以上が、農林水産部関係の一般会計歳入予算の概

要であります。

次に、一般会計歳出予算の内容について、款ごと

に御説明いたします。

３ページをお開きください。

６行目になりますが、（款）農林水産業費は593億

6505万6000円となっており、前年度予算額569億7345

万7000円と比較しますと、23億9159万9000円、率で4.2

％の増となっております。

主な事業としては、県産農林水産物を県外向けに

出荷する場合の輸送費に対して補助を行う農林水産

物流通条件不利性解消事業、含蜜糖製造コスト及び

近代的な製糖施設整備等に対する支援を行う含蜜糖

振興対策事業費、貯水池及び用排水路の整備等を行

う水利施設整備事業、及びきめ細かな土地基盤の整

備を行う農山漁村活性化対策整備事業等であります。

11行目になりますが、（款）災害復旧費は18億円と

なっており、前年度予算額17億9265万円と比較しま

すと、735万円、率で0.4％の増となっております。

主な事業としては、農地農業用施設災害復旧費、林

道施設災害復旧費、漁業用施設災害復旧費等でござ

います。

以上が、一般会計歳入歳出予算の概要でございま

す。

次に、平成28年度の農林水産部所管の特別会計歳

入歳出予算について御説明いたします。

４ページをお開きください。

農業改良資金特別会計の歳入歳出予算額は２億

3199万8000円となっており、前年度予算額5898万8000

円と比較しますと、１億7301万円、率で293.3％の増

となっております。

増となった主な理由は、就農支援資金の繰り上げ

償還に伴う増によるものであります。

５ページをお開きください。

沿岸漁業改善資金特別会計の歳入歳出予算は5229

万9000円となっており、前年度予算額２億4249万3000

円と比較しますと、１億9019万4000円、率で78.4％

の減となっております。

減となった主な理由は、平成25年度から平成27年

度において、沿岸漁業改善資金貸付原資の国及び県

への返還金を計上していたことによるものでありま

す。

６ページをお開きください。

中央卸売市場事業特別会計の歳入歳出予算額は４

億1117万4000円となっており、前年度予算額４億6895

万6000円と比較しますと、5778万2000円、率で12.3

％の減となっております。

減となった主な理由は、平成27年度において、花

卉冷蔵施設の整備に関する事業費を計上していたこ

とによるものであります。

７ページをお開きください。

林業改善資金特別会計の歳入歳出予算額は1581万

8000円となっており、前年度予算額1584万9000円と

比較しますと、３万1000円、率で0.2％の減となって

おります。

以上、農林水産部関係の一般会計及び特別会計の

予算の概要を御説明いたしました。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○上原章委員長 農林水産部長の説明は終わりまし

た。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、予算議案の審査等に関する基本的事項（常

任委員会に対する調査依頼について）に従って行う

ことにいたします。

要調査事項を提起しようとする委員は、提起の際

にその旨を発言するものとし、明 ３月10日、当委

員会の質疑終了後に改めて要調査事項とする理由の

説明を求めることといたします。

その後、予算特別委員会における調査の必要性に
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ついての意見交換や要調査事項及び特記事項の整理

を行った上で、予算特別委員会に報告することとい

たします。

当該意見交換において、要調査事項として報告す

ることに反対の意見が述べられた場合には、その意

見もあわせて予算特別委員会に報告いたします。

要調査事項は、予算特別委員会でさらに調査が必

要とされる事項を想定しております。

また、特記事項は、議案に対する附帯決議のよう

な事項や要調査事項としては報告しないと決定した

事項を想定しており、質疑終了後、意見交換等を予

定しておりますので御留意願います。

なお、委員長の質疑の持ち時間については、予算

特別委員会に準じて譲渡しないことにいたします。

質疑及び答弁に当たっては、その都度委員長の許

可を得てから行い、重複することがないよう簡潔に

お願いします。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する予算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で質疑

を行うよう御協力をお願いいたします。

予算特別委員長から調査を依頼された事項は、沖

縄県議会委員会条例第２条に定める所管事務に関す

る予算事項でありますので十分御留意願います。

なお、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うこととしたいと思いま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をお願い

いたします。

さらに、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あ

らかじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに各予算に対する質疑を

行います。

砂川利勝委員。

○砂川利勝委員 まず陸上養殖の状況、予算と計画

を説明していただけませんか。

○島田勉農林水産部長 陸上養殖でございますが、

陸上養殖は海面養殖に比べまして台風の影響を受け

にくい、それから残餌などによる環境負荷を軽減で

きるというメリットがございます。

一方で、施設整備のための初期投資及び電気代等

のランニングコストが膨大となるというデメリット

もございます。陸上養殖の県内での先駆けとして、

伊平屋村漁協で平成13年からヤイトハタの養殖に取

り組んでおりまして、平成25年の生産量は約12トン、

生産額は約1900万円となっております。県におきま

しては、沖縄振興特別推進交付金―ソフト交付金も

活用いたしまして、平成27年度から平成30年度まで

の４年間の計画で低コスト型循環式種苗生産陸上養

殖技術開発事業を実施しておりまして、次年度の予

算は9322万2000円を計上しております。その事業の

概要でございますけれども、親魚養成、それから種

苗生産技術の開発ということで生物ろ過器を設置し

まして、循環式による環境負荷の少ない種苗生産技

術の開発が１つでございます。それから低コスト型

陸上養殖システムの応用技術の開発として養殖密度

の高度化応用試験、こういった事業を予定しており

ます。これが現状でございます。

○砂川利勝委員 石垣市において養殖場は何カ所あ

りますか。

○新里勝也水産課長 石垣市内における陸上養殖と

いうことで我々が把握していますのは、民間のほう

で１カ所、ヤイトハタの陸上養殖をやっているとい

うことで承知しております。

○砂川利勝委員 民間の業者は相当頑張っています

よね。技術も相当確立されていると思うのですよ。

この間少し視察したのですけれども、彼は、10年く

らい前からやっていると思うのです。そういう中で、

やはり確実に物を生産して確実に出せると。いろい

ろこれからクルマエビも含めて、どんどんやってい

きたいという話が出ているのです。要するに定期的

に調整ができて、定期的に物が売れるといういろい

ろなメリットもあって、もちろんホテルを含めてい

ろいろなところから需要もあるということで、この

陸上養殖に本気で取り組んでもらいたいと思ってい

るのです。ぜひこれは生産者に対しても、もっと何

か県もそれだけの技術を持った人に支援―例えば餌

やり機を導入できないかとかやっていただけないか

というのが１つと、そういう先進地というか、進ん

だ方の技術を含めてどんどん私は伸ばしてほしいと

思うので、県のほうも協力できないかというのをお

聞かせください。

○新里勝也水産課長 先ほど申し上げましたように、

今、本部町の県の栽培漁業センターにおいて、陸上

養殖のさらなる効率化ということで、どうしてもコ

ストがかかるものですから、流水式を半分循環させ

るようなやり方でコストダウンをして、それをどん

どん民間におろしていこうということで進めている

ところでございます。それと委員おっしゃいました、

例えば自動給餌器とか、そういうのも大分いいのが

出てきていますので、その辺についても何らかの融

資であったり、いろいろな支援は検討できると思い

ますので、この方は県の普及指導員とも連携をとっ
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ていると聞いておりますので、その辺で要望も聞か

せていただきながら対応は検討できるものと考えて

おります。

○砂川利勝委員 多分、彼からいろいろな技術提供

があると思うのです。だから、技術提供は技術提供

で結構だと思うのですけれども、あとはやはり行政

として生産者に対してできることをしっかりやって

ほしいと思いますので、よろしくお願いします。

次に、日台漁業交渉の本年度の内容を教えてくだ

さい。

○島田勉農林水産部長 去る３月２日から４日にか

けまして台湾で開催されました日台漁業委員会第５

回の会合におきまして、沖縄県及び漁業関係者など

も参加いたしまして、日台双方の政府関係者が操業

ルールについて協議を行いました。その結果、平成28

年４月からのクロマグロ漁期においては、平成27年

３月に策定されました操業ルールを引き続き運用し

ていくことなどで一致をしたところでございます。

八重山北方三角水域の操業ルールを平成29年漁期に

間に合うように検討するため、双方は次回の日台漁

業委員会までに関係当局、漁業団体を含めた専門会

議をできる限り早期に開催するという内容でござい

ました。

○砂川利勝委員 今回は前回と比べて何か進展はあ

りましたか。

○新里勝也水産課長 今回の交渉について、いろい

ろやりとりの中で、昨年の段階で前年よりは日本側

に有利なルールが適用される水域の拡大が図れたと

ころですけれども、ことしも特にこの八重山北方三

角水域について、去年一部改善したものの、今回そ

の全域で日本側のルールを適用してもらいたいとい

うことは頭に要求していたところですけれども、逆

に台湾側のほうもそれの縮小を求めてきたりとか、

交渉の過程でいろいろ駆け引き等やりとりがござい

まして、結果として報道等に出ておりますけれども、

昨年のルールと同様で今期は対応するということに

なった次第でございます。

○砂川利勝委員 この方向性というのは、今後どう

なっていきますか。

○新里勝也水産課長 本県の漁業者が求めているの

は、特にマグロはえ縄が今でも自粛している状況が

ございますので、基本的に船間距離を４海里あけて

もらいたいというのが一番の要望でございます。そ

のことは当然求めながら、あるいは今、基本的には

日本の排他的経済水域でございますので、そもそも

論として譲った部分―前回の要請のときに国に求め

ておりますけれども、東経125度30分より東の水域、

そしていわゆる八重山北方三角水域の適用水域から

外してくれという基本的な要求は求めていきながら、

現実的な対応として操業ルールをお互い共存共栄で

きるような、そういうルールを求めていくというこ

とは変わらないものと認識しております。

○砂川利勝委員 これは引くことはないと思うので、

しっかりと日本側の方向性で進んでほしいと思いま

す。

現在、漁場の水揚げはどのような状況か聞いてい

ますか。

○新里勝也水産課長 平成27年度の漁期につきまし

ては、前年よりは隻数・漁獲量ともにふえたという

報告は受けております。ただし、マグロはえ縄につ

いてはまだやはりトラブルを恐れて、操業が難しい

ということで別の海域で操業している実態もあると

聞いております。

○砂川利勝委員 漁法を集魚灯に変えたらしいので

す。それで結構水揚げが上がっているという話は聞

いています。ただ、集魚灯に寄って、魚は上のほう

で釣れるので肉が焼けるという、そこがちょっと―

もう一回沈めてしまうと今度はサメに食われたりと

か、そういうことがあるという話は聞いているので

すけれども、その集魚灯でとれる部分の肉の鮮度、

焼けないようにするための工夫を漁民はやっている

のですけれども、そこもちょっと様子を聞いて対応

してください。

○新里勝也水産課長 この前期よりふえた主な漁業

種としては、集魚灯によるマグロ一本釣りと聞いて

おります。ただ、この集魚灯のマグロもパヤオのマ

グロと同じように焼けて、余り身の品質がよくない

個体の発生率が高いということもありまして、今、

沖縄県水産海洋技術センターのほうでは、その焼け

対策ということで全県の技術の標準化を図ろうと試

験に取り組んでいるところです。少しずつ成果も出

始めておりますので、それをずっと現場のほうにお

ろしていくということで今対応しているところでご

ざいます。

○砂川利勝委員 ぜひ、その対策をお願いしたいと

思います。あと日台漁業基金、この予算は今年度は

どうですか。

○新里勝也水産課長 沖縄漁業基金事業につきまし

ては、平成25年度に国の補正予算で措置していただ

きまして、平成26年度は初年度として事業費で約10

億円、平成27年度は調査・監視事業が伸びまして約30

億円の執行となっております。残りが100億円でした
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ので、100億円から40億円引くと60億円残ってござい

ますが、これはとりあえず平成28年度で執行すると

いう計画になっておりますが、それが執行できなかっ

た場合、あるいは100億円から目減りした分、それに

ついては平成29年度以降も継続的な予算措置をお願

いしたいということで、今、国と調整をしていまし

て、去る２月に業界とともに浦崎副知事のほうで国

に対して要請をしているところでございます。

○砂川利勝委員 その答えはいつ出るのですか。

○新里勝也水産課長 今、事務レベルでの調整では

きちんと検討するということを聞いておりまして、

年度が明けまして平成29年度予算の概算要求の作業

が始まっていきますので、そのときには見えてくる

のかと考えております。

○砂川利勝委員 農林水産物流通条件不利性解消事

業―不利性解消事業の品目追加について、マチ類も

相当いろいろなところから要望があるのですが、こ

れを追加できないか答弁してください。

○島田勉農林水産部長 その前に、農林水産物流通

条件不利性解消事業の品目追加についてどうしてい

るかという考えを答弁させていただきたいのですが、

農林水産物流通条件不利性解消事業の補助対象品目

につきましては、これまで関係部署、それから国と

の調整状況を踏まえまして、効果的に事業を実施す

る必要があるという観点から、生産拡大、それから

付加価値を高めることが期待される農林水産物の戦

略品目、これを補助対象としてございます。この補

助対象品目の追加につきましては関係機関と意見交

換を行いながら、生産状況、それから県外の出荷、

実績などを勘案の上、戦略品目へ位置づけられるか

どうか、こういったものを総合的に判断しておりま

す。そういう意味で、この事業の品目に追加できる

かどうかは、まずは戦略品目に位置づけられるかと

いうのが第一関門ということになります。

○新里勝也水産課長 マチ類の現状ですけれども、

戦略品目に入れることは検討しているところでござ

いますが、例えば生産量で言いますとマグロの8000

トン、ソデイカの2000トンと比べると、マチ類はトー

タルで数百トン程度ということと、主な市場として

県内市場が圧倒的に多いところで、県外出荷が今そ

こまでないというところもございまして、ちょっと

今、頭を悩ませているところですけれども、マチ類

全体として県外にどう展開していくかということは

業者と意見交換をしながら、まずは戦略品目に位置

づけて検討していけるのかと考えているところでご

ざいます。

○砂川利勝委員 これは多分、与那国漁協からも与

那国町に要請が上がって、県まで来ているのかちょっ

とわからないのですけれども、石垣島からもそうい

うマチ類を―やはりこれは高級魚ですので、県内だ

けで消費するのではなくて、やはり本土、東京、大

阪あたりでも十分勝負できるいい魚だと思いますの

で、どんどん付加価値を上げるという意味では、い

い魚だからその付加価値の特異性というのですか、

そこをやっぱり広げていく必要性が私はあると思う

のですが、どうですか。

○新里勝也水産課長 例えばマチ類の東京都築地で

の評価等の情報も収集しながら、どのタイミングで

どのように売ったらいいかということも情報をとっ

て、業者と検討をしながら対応していきたいと考え

ております。

○砂川利勝委員 ぜひ、これを検討して平成28年度

―平成29年度でもいいのですけれども、やれるよう

な方向で取り組んでください。

次に、八重山漁協のドック施設が結構老朽化して

いると思うのですが、どうでしょうか。

○新里勝也水産課長 八重山漁協の漁船修理施設で

すけれども、そもそもこの漁船保全修理施設、漁船

を陸揚げして修繕したり、定期的なメンテナンスを

したりするような施設でございますけれども、この

施設は漁船の安全航行のために必要不可欠な施設と

認識しております。この施設については、国の水産

庁のメニューでございます産地水産業強化支援事業

の対象となっておりまして、現在、八重山漁協の施

設につきましては、昭和62年度に防衛省の補助金を

使って整備した施設と聞いております。耐用年数も

そろそろ切れるころですので、その財産の処分の方

法あるいは規模とか、地元八重山漁協、石垣市の要

望も聞きながら対応を検討してまいりたいと考えて

おります。

○砂川利勝委員 雨が降ると仕事ができないぐらい

ひどい雨漏りがしていて、こういう修理をするとこ

ろは石垣島ではここしかないですよね。あれだけの

漁船とか、たまには高速艇とかも入っているのです

けれども、そういう施設が使えないとなると全てに

影響が出てくると思うのです。１カ所しかないので、

そこを早急に今、対応していく―張りかえるのかは

ちょっとわからないですが、新しいものをつくると

いう方向性も今出たのですけれども、ぜひこれの早

期の完成を目指して取り組んでほしいと思います。

農林水産部長の所見も聞かせてください。

○島田勉農林水産部長 水産課長からも答弁しまし
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たように、今、委員がおっしゃるようにそこしかな

いということであれば、漁民の皆さんにとっては大

変なことでございますので、漁協や石垣市から早急

に事情を聞いて、対応できるものについては対応し

ていきたいと思います。

○砂川利勝委員 よろしくお願いします。

次に、ハーベスターの平成28年度予定をお願いし

ます。

○西村真糖業農産課長 平成28年度のハーベスター

等高性能農業機械の導入予定は、25地区となってお

ります。そのうちハーベスターが20地区、トラクター

等の管理機が５地区、県の予算額としましては１億

1611万6000円となっております。

○砂川利勝委員 この25地区のうち、先島はどうで

すか。

○西村真糖業農産課長 宮古地区で８地区、八重山

地区で５地区となっております。

○砂川利勝委員 それでは、小浜島と西表島の製糖

工場の脱葉機に関して、今後どうなっていくのか説

明を求めます。

○西村真糖業農産課長 含蜜糖地域のサトウキビの

収穫につきましては、高齢化あるいは収穫人員の確

保が困難ということで厳しい状況にあると認識をし

ております。ただ、含蜜糖地域につきましては、サ

トウキビの品質が製品に関係するということで、幾

つか検討していく課題があるかと考えております。

そういう意味で県としましては、その課題解決に向

けまして市町村、製糖事業者、農家、ＪＡ等関係機

関と現在検討を行っているところでございます。

○砂川利勝委員 今の答弁というのは、ずっと前か

ら同じ答弁ではないか。本来、平成28年度でやるぐ

らいのことを言わないといけないと思いますが、ど

うですか。

○西村真糖業農産課長 竹富町におきましては、こ

の脱葉施設の可能性を検討するということで、県外、

種子島等に視察に行っていると聞いております。ま

た、うちの職員にも調査に行かせているところでご

ざいます。そういうことで竹富町としては、平成28

年度に小浜島において施設の整備を町単独で行う方

向で検討しているとは聞いております。ただ先ほど

も言いましたように、いろいろ課題があると思いま

すので、それに当たっては県としても指導していき

たいと考えております。

○砂川利勝委員 町任せではなくて、県もやはり同

じように予算をつけるなり何らかの対応をしないと、

なかなか実現できないと思うので、ぜひこの２つの

地区、やっていかないとつくる人がいなくなります

よ。せっかくこれだけ補助金を投入してつくった施

設がまた無駄になると私は思いますので、ぜひ平成28

年度、平成29年度で両方確実に整備してください。

○西村真糖業農産課長 委員おっしゃるとおり、緊

急性はあるという認識はしております。ただ、施設

整備だけではなく整備後の運営、あるいは運用のコ

ストもあるものですから、その辺も含めて生産農家

だけに負担が行かないようにやっていく必要もある

と思いますので、その辺を配慮しながら、関係機関

と連携をしまして対応していきたいと考えておりま

す。

○砂川利勝委員 早期の建設を求めます。

次に、平成28年度の土地改良の実施予定場所、金

額をお願いします。

○島田勉農林水産部長 沖縄県の土地改良事業の実

施計画ということで答弁させていただきます。本県、

農業振興を図るため土地改良事業を計画的に進めて

おります。その中で平成28年度の成果目標がござい

ますが、これに対する平成26年度までの目標達成率

が、農業用水源整備が成果目標63％に対しまして整

備率が59％、達成率が94％。それから、かんがい施

設整備が成果目標の49％に対しまして整備率47％で、

達成率が96％。圃場整備は成果目標61％に対しまし

て整備率が60％で、達成率98％となっておりまして、

平成28年度には成果目標をほぼ達成する見込みだろ

うと考えております。平成29年度から最終年度、平

成33年度までの後期計画でございますが、これにお

きましては、もちろん引き続き予算の確保に努めま

すとともに、繰り越し、不用の縮減、さらには新規

採択に向けた一層の取り組みが必要であると認識を

しております。

○砂川利勝委員 特に石垣市においては、今、国営

土地改良を含めた大きな事業がありますので、新規

事業採択に向けて予算確保を頑張っていただきたい

と思いますので、どうぞよろしくお願いします。

次、畜産で牛、豚、鳥、ヤギの今年度の予算を説

明してください。

○島田勉農林水産部長 県では、畜産振興を図るた

めにソフト交付金等を活用いたしまして、各種事業

を実施しているところでございます。

平成28年度の主な事業概要を御説明させていただ

きますが、まず肉用牛におきましては、農家の草地

整備や牛舎等を一体的に整備します畜産担い手育成

総合整備事業、それから畜種の改良や母牛の増頭を

目的としました肉用牛群改良基地育成事業、それか
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らＴＰＰ対策といたしまして、沖縄県畜産・酪農収

益力強化整備等対策事業などを予定しております。

次に養豚でございますが、母豚の生産性向上、それ

からアグー遺伝子の保存と種畜の安定供給を目的と

いたしました系統造成豚等利活用推進事業、それか

ら沖縄アグー豚安定供給体制確立事業などを予定し

ております。鳥につきましては、農家の経営安定対

策や鶏卵の衛生対策向上のため、沖縄県鶏卵生産者

経営安定対策事業や鶏卵処理設備整備事業などを予

定しております。次にヤギでございますが、増産体

制を推進するためのおきなわ山羊生産振興対策事業

というものを予定しております。それから、予算で

ございます。平成28年度の畜産会計の各種事業の予

算額が、牛対策で５億8900万円、豚で２億4600万円、

鳥で２億4400万円、ヤギで1800万円となっておりま

す。

○砂川利勝委員 私が思うのは、まず肉用牛ですけ

れども優良種畜というのですか、それをつくるため

に畜産公社ですか、どこですか。そこにどれぐらい

の予算を出されているのですか。

○長崎祐二畜産課長 今、畜産公社には種畜をつく

るための予算は支出しておりません。前に八重山地

区に肉用牛生産供給公社があったときに予算化はし

ておりましたが、その公社は解散しておりますので

予算は支出しておりません。

○砂川利勝委員 ほかの県では相当の力を入れてい

るのではないですか。なぜ沖縄だけ力を入れないの

ですか。

○長崎祐二畜産課長 それ以外に、種畜をつくるた

めということで県でやっている事業がございます。

これが肉用牛群改良基地育成事業というのですけれ

ども、平成27年度の予算額が6360万円、それから次

年度が7287万6000円ということで、約7000万円ほど

を毎年投入して種畜をつくるということでやってお

ります。

○砂川利勝委員 これは、例えば宮崎県と比べたら

どうですか。

○長崎祐二畜産課長 今、宮崎県の資料は手元には

持っていないのですけれども、システムが違ってお

りまして、宮崎県のほうは県が基金を積みまして、

そこから取り崩して使うという形をとっております。

それから、改良のための協議会をつくっておりまし

て、協議会の支出金という形でやっているというこ

とで聞いております。

○砂川利勝委員 県が基金をつくってやっているの

であれば、沖縄県もそういう対応をとったほうがい

いのではないでしょうか。

○長崎祐二畜産課長 額的には、毎年我々が支出し

ている額というのは決して少ない額ではなくて、そ

れほど差はないという形になります。直接育種をし

ているところに出す額というのは、それほど差がな

いと聞いております。

○砂川利勝委員 畜産はやはり我々、特に石垣島で

は農業生産額の50％以上を占めています。６割、７

割近くになっているので、そういう中では、今は値

段はいいのですが、やはり新しい品種というのです

か、それは絶対必要になってくると思いますので、

予算も含めていろいろな対応をぜひお願いしたいと

思っています。

次に今、飼料の問題はどうですか。以前、10億円

の予算をつけて工場をつくろうとしていましたよね。

それがだめになったのですよね。

○長崎祐二畜産課長 今のお話ですけれども、中城

湾港のほうに飼料のサイロをつくりまして、そこに

海外から直接船を入れて、その海外からの輸送コス

トを少し削減しようということで検討してまいりま

した。平成26年度に設計費用を予算化しまして、平

成27年度で建設する予定だったのですが、この平成26

年度に設計をする段階で、中城湾港自体が４万トン

クラスの船までしか入港できないということで、我

々が想定しているのはパナマックスという船ですが、

これが大体６万トンから８万トンクラスということ

で、接岸ができないということで断念した経緯がご

ざいます。

○砂川利勝委員 断念してそのままというわけには

いかないでしょう。今後の展開をお願いします。

○長崎祐二畜産課長 まず港湾に入れるためには、

港の深さあるいは広さ、要するに船が転回するため

の広さがどうしても必要になります。それから岸壁

に接岸するための岸壁の長さと岸壁の強度というの

が必要になります。我々が飼料を搬入するだけで物

すごくお金がかかるものですから、それ単独では港

湾を改築することは少し難しいかなと。ただ、今、

近くの北中城村ですとかうるま市ですとか、沖縄市

が港湾計画の見直しということで、協議会を設置し

ております。その中で、物流あるいは人の流れをつ

くっていく中で、この物流の面で餌のほうも一緒に

できないかということで検討しているところでござ

います。

○砂川利勝委員 これは土木建築部と一緒にやらな

いとできない話なので、しっかり連携をとってやっ

てもらいたいのが１つです。多分、今、実証実験を
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やっていますよね。南西海運が飼料の実証実験をやっ

ていませんか。

○長崎祐二畜産課長 やっているというのはお聞き

してはいるのですけれども、その中身については、

私のほうではデータを持ち合わせておりません。

○砂川利勝委員 それがもう合わないからやめたい

みたいな、そういう話が出ていた。そうなると飼料

が大分上がるという話もちらっと聞こえているので、

ちょっと調査をして何らかの対応をとらないと、多

分値段は上がっているけれども、どんどん餌代が上

がれば、今度は中身―またもうからないシステムに

なっていくと思うのです。その調査をしたほうがい

いかと思うのですが、どうでしょうか。

○長崎祐二畜産課長 この航路をやめたいという話

をしているというのはお聞きはしているのですけれ

ども、南西海運自体、全部が全部この餌だけではご

ざいませんので、トータルを含めての検討が必要に

なるかと考えております。

○砂川利勝委員 やめたらコスト高になるのが100％

決まっているので、そうさせないように何らかの対

応をとってくださいということですよ。

○長崎祐二畜産課長 業者と連絡を取り合いながら

どれぐらいのコスト負担になるのか、この辺は調査

させていただいて、検討させていただきたいと思い

ます。

○砂川利勝委員 県内の森林の状況を説明してくだ

さい。

○金城克明森林管理課長 本県の森林面積は約10万

6000ヘクタールございます。これは県土面積の約47

％を占めておりまして、その内訳が国有林が約３万

1000ヘクタールの約30％、民有林が約７万4000ヘク

タールで70％となっております。その民有林の約７

万4000ヘクタールの所有形態ですが、まず県営林が

約6000ヘクタール、これは６％です。市町村有林が

約３万9000ヘクタールの37％、私有林が約２万8000

ヘクタールの27％となっておりまして、市町村有林

の比率が高いというところです。それから民有林に

おきます森林資源ですが、天然林が約84％、人工林

が16％となっております。

○砂川利勝委員 その森林事業自体、今どのような

状況ですか。

○金城克明森林管理課長 森林事業の主なものとし

ましては治山事業、造林事業、それから昨年から国

頭、ヤンバル３村でやんばる型森林ツーリズム事業

などのソフト事業などを行っております。

○砂川利勝委員 石垣地区においては何かやってい

ますか。

○金城克明森林管理課長 石垣地区では、国土保全

を目的とした治山事業と造林事業を実施しておりま

して、そのほかにも沖縄らしいみどりを守ろう事業

でデイゴヒメコバチの防除などを行っております。

○砂川利勝委員 森林事業はなかなか表に出てこな

いと思うのですけれども、やはり県特有の木を使っ

て、何らかのものを生産していくというのは大事な

ことだと私は思っているのですけれども、その辺は

どうですか。

○金城克明森林管理課長 先ほど述べましたけれど

も、沖縄県は47％が森林でございます。沖縄本島で

は北部地区に集中しておりまして、県民の水がめ、

それから貴重生物の成育などにも効果を出している

と思いますけれども、林業を通しての地域振興にも

寄与していると思います。特に八重山地区につきま

しては、森林率は国頭村、ヤンバル北部地域の森林

率に次いで多いという状況でありまして、その利活

用が今後求められるかと思っております。

○砂川利勝委員 ぜひ前向きに、いろいろなことを

やってください。

最後に、沖縄で農業機械の共済制度ができないか

ということを聞かせてください。

○西村真糖業農産課長 農機具共済につきましては、

委員も御存じだと思いますが、国による再保険、掛

金の負担がないということで、組合単独で行う自主

的な共済事業ということになっております。これま

でニーズ等の把握ができていないということで沖縄

県は取り組んでおりませんでしたが、現在、農業共

済組合と県のほうで検討会を12月に開催しまして、

実務者での勉強会を実施しているところでございま

す。いろいろ実施するに当たっての課題がございま

すので、現在、その基本的なところを―九州各県の

状況等の調査を行っているところでございます。

○砂川利勝委員 要望が結構ありますので、ぜひ実

現できるようにお願いします。

○上原章委員長 座喜味一幸委員。

○座喜味一幸委員 まず農林水産物流通条件不利性

解消事業についてですが、これまで質疑の中で農家

の使い勝手がいいような窓口をつくってほしいと

言っていましたが、どのような現状になっています

か。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 ９月４日、１月14

日、２月16日に宮古島市や石垣市、農家などとも意

見交換をして、委員がおっしゃったとおり、書類の

書き方とか、連絡調整網が不備であるというような
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いろいろ御意見もいただきましたので、一応、今年

度の予算で不利性解消事業ということで、新年度に

委託発注する予定ですけれども、やはり農業改良普

及センターの職員だけでは忙しかったり等々ありま

すので、それぞれの地域の行政書士に委託して、指

導してもらうような取り組みをしたいと考えていま

す。

○座喜味一幸委員 事務手続に行政書士を活用する

のは非常にいいと思います。でも、基本的には各現

場の市町村、普及員等々が実態というものを把握し

ながらやらないと、事務手続だけではいけないと思

うのだけれども、その連携というか、ネットワーク

はどういう形で構築しますか。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 農業改良普及セン

ターのほうに窓口職員を置いて連携しております。

また、普及員等々が現場を回るときに、困った相談

が来たと場合には、すぐにフィードバックし、行政

書士で対応できる問題なのか、普及員で対応できる

問題なのか、また本庁で対応できる問題なのかとい

うことをなるべく迅速に、農家に迷惑がかからない

ようにやりたいというような意見交換をしておりま

す。特に、今回は各市町村の役場の担当も呼んで不

利性解消事業の説明もして、ぜひ相談があったとき

にはいろいろ回答してくださいとお願いをするとと

もに、手に負えない場合はすぐに農業改良普及セン

ターに連絡するようにというお願いをしております。

○座喜味一幸委員 大分、改善の兆しが見えてきた

なと思いますけれども、ちなみに沖縄のマンゴーの

生産者が不利性解消事業を活用しているシェアとい

うのはどのようなものでしょうか。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 517トンを今、活用

してもらっています。

概数になりますけれども、大体で1900トンが全県

で生産されていて、そのうち500トンが不利性解消事

業を利用していて、４分の１程度ということになり

ます。

○座喜味一幸委員 それが実態ですよ。要するに、

付加価値が高い戦略品目たるマンゴーの農家の利用

実態でさえも、25％から地域によって30％しかない。

これはもったいないことでありまして、この原因は

何だと思っておりますか。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 この間、農家等々

のところへ行って、特に宮古島のほうを聞いてみる

と、もともと独立志向の方が多くて、なかなかチー

ムを組んで３経営体以上になって申請書をつくるの

がとても苦手という意見も聞きましたので、今回、

新年度で申請される際はぜひこちらもお手伝いしま

すので、ぜひそういうグループ化とか協業化してほ

しいというお話をしてきました。

また一方で、既にグループを組んでいる農家も、

非常に事務が煩雑なものですから、途中で挫折した

りとか、とまったりしたという事例も聞いています

ので、その辺についてもこちらに早目早目に相談い

ただければ、事業を活用しやすい方向に持っていき

ましょうという話し合いはしたところであります。

○座喜味一幸委員 今の行政書士を使うという取り

組みは非常に一歩前進だけれども、本庁に書類を出

さないと、しかも年に一度しか認めないみたいな、

こんな状況だったら地域で使えないのですよ。そう

いう意味では、ぜひともきめ細やかなことをすると

明確な結果が出てくると思いますので、その辺の努

力をぜひともに、今年度の予算の中でぜひ克服して

……。これはマンゴーだけではなくして、ほかの作

物も同一の話がある。農協系の場合、商業系の場合

における取り扱いが違うよね。その実態というもの

をしっかりと把握しながら、現場で相談できる窓口

があって、それをやっていくということで相当改善

できると期待しますので、よろしくお願いします。

それから需要の―今言った、先ほどにも質疑があり

ましたように、対象作物をふやしてほしいという要

望がある。市町村で頑張る分と県が頑張る分をそれ

ぞれ仕分けしながら取り組んだらどうかということ

を前も質疑したのですけれども、その辺はどうなっ

ていますか。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 その辺についても、

前回各市町村を回って相談、いろいろ意見交換をし

たときには、今、委員が御指摘のとおり、市町村で

新しく取り組むものには、できれば市町村の沖縄振

興一括交付金―一括交付金を利用してやってもらっ

て、戦略品目まで引っ張ってくださいというお願い

をしてきたところであります。

○座喜味一幸委員 今のポイントは、県は全部不利

性解消事業の対象だというイメージでいるのです。

市町村はこれもやりたいけれども、これは県の事業

だから自分たちにはできないというイメージでおり

ます。ですから、地域によって市町村がやれる分、

頑張りたい分と、県で頑張るべき分をきれいに仕分

けして、この辺の誤解を解いていけばこの事業はもっ

と伸びる。

ちなみに、これまでの利用実績を平成24年度から

平成26年度まで、平成27年度もおおむね出ています

か、これを教えてください。
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○玉那覇靖流通・加工推進課長 決算額でいいます

と、平成24年度が12億4692万円、平成25年度が23億

3025万円、平成26年度が26億3088万円となっており

ます。

○座喜味一幸委員 平成27年度は、まだ実績は出て

いないのか。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 はい。

○座喜味一幸委員 今年度予算も28億円で、対前年

度比でほとんど変わっておりません。当初の不利性

解消事業というのは、生産の拡大があればもっと伸

ばしていくというようなイメージでいたのですが、

予算の範囲内でしか不利性解消事業の対象にせず、

頭打ちしている傾向がありまして、これではまずい。

それで、この戦略品目等の拡大、そういうものをき

れいに伸ばしていかないといけないと私は思うので

すが、農林水産部長、この辺の生産拡大、農家の所

得向上になっているかという総括はしていますか。

○松尾安人園芸振興課長 県では戦略品目の生産拡

大ということで、ブランドの確立を図るために、定

時・定量・定品質の生産供給可能な拠点産地の形成

をあわせて進めているところであります。認定され

た拠点産地については、高品質で安全・安心な農産

物を県内外の消費者に安定的に供給できる信頼ある

ブランド産地としての育成を図るために、各種事業

を実施しているところです。

○座喜味一幸委員 具体的に、代表的なもので何が

何％ふえたかという話を聞かせてください。

○松尾安人園芸振興課長 例えばゴーヤーであれば、

平成23年に6041トンだったのが、平成25年に8109ト

ンと増加しているところです。

○座喜味一幸委員 農林水産部長、そうではなく、

不利性解消事業という事業があったおかげで、何が

どこまで県外出荷が目に見えるように―生産拡大と

いうのが事業の目的なので、何がどう生産拡大につ

ながっているのかという成果を聞きたいのです。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 全体で申しますと、

本事業を活用した平成26年度の県外への農林水産物

の出荷量は、前年に比べ約6700トン増の５万7000ト

ンで、約13％の増加となっております。主な品目で

見てみますと、平成25年度と平成26年度を比較する

とカボチャで826トン、30.5％増加しています。スプ

レー菊で205トン。これはトン数換算していますけれ

ども37.2％。マンゴーで54トン、11.8％。モズクで1317

トン、10.1％増加しております。

○座喜味一幸委員 その辺は丁寧に把握しながら目

標を立てておかないと。ちなみに、農林水産部長、

この不利性解消事業、10年間で何をどこまで達成し

ますという目標は置いていますか。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 成果指標では、平

成33年度に７万5000トンを目指しているところです。

○座喜味一幸委員 もう少し広げて、今度、知事の

戦略でアジア経済戦略課ができていろいろな動きが

ありますが、県外農林水産物の出荷強化事業、この

海外のマーケティング拡大ということで、商工労働

部でやっている全国の農林水産物食品をアジアに向

けて取り扱うという事業がある。この本土からの農

林水産加工品等をアジアに仕向ける拠点にしていく

事業もいいけれども、この中で、アジアに向けた農

林水産部との連携はどうなりますか。

○島田勉農林水産部長 県におきましても、そういっ

た国外向けに県産農林水産物を輸出していく、それ

を拡大していくというのは重要だと考えておりまし

て、県産農林水産物輸出力強化事業を実施しており

ます。次年度は、香港、台湾、シンガポールを中心

にしまして、現地量販店におけるテストマーケティ

ング、それから商談会の開催、見本市への出展によ

るプロモーション活動、それから現地バイヤーの招

聘、それから県内観光地における訪日観光客向けの

プロモーション、こういったものを次年度実施する

予定で、県産農産物の認知度拡大と輸出力強化をし

ていこうと考えているところです。

○座喜味一幸委員 国外に出荷するときの課題は、

どのように認識していますか。

○島田勉農林水産部長 県産農林水産物の輸出につ

きましては、まず現地で認知度があるかどうか、認

知度向上をしていかないといけないだろうと考えて

いまして、それから適切な輸送方法を検証していか

なければいけないでしょうと。それから輸出業務に

なりますので、その輸出業務に携わる人材の育成を

していかなければいけない。こういった課題がある

と考えております。

○座喜味一幸委員 提案ですけれども、今、外国観

光客が来てマンゴーだとか商品を買う、それをお土

産として持っていく。そういう意味での植物防疫体

制の整備が急がれていて、全国的にこれが大きな課

題になっていますが、その取り組みについて、沖縄

県としてどれだけ理解をして、どういう取り組みを

しようとしているかというのをお聞かせください。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 現状のお話をしま

すと、今、こちらの観光施設等々でテストマーケテ

ィングなどをやっていて、あとファーマーズマーケッ

トにもやはり今、外国人観光客が来るので、外国人
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対応をやっているのですけれども、実際ですと、南

に行くとそういう植物防疫関係の手続がなくてその

まま持ち帰れるようで、マンゴーとか芋も、台湾と

か香港の観光客もスムーズに買い取っていて、その

辺のクレームは受けていない状況です。

○座喜味一幸委員 これは、法律上は正しいのです

か。

○新里良章営農支援課長 海外持ち出し時に関しま

しては、港・空港等で国の植物防疫事務所のほうで

検査していると思われますが、詳細については聞い

ておりません。

○座喜味一幸委員 全国で夕張メロンだとか、イチ

ゴだとかリンゴだとか、その場で買って承認を出し

て、パスできるような仕組みづくりが全国で動いて

おりますから、沖縄県が今一番急がないといけない

のはこの辺で、地産地消もいいけれども、お土産品

として戦略品目、農林水産物加工品をスムーズに持っ

ていけるような植物防疫体制を早目につくるべきだ

ということを提案しておきますので、研究してくだ

さい。

それから漁業監督取締費がぐんと落ちているので

すけれども、これでいいのでしょうか。

○新里勝也水産課長 漁業監督取締費につきまして

は、平成27年度は約２億円でした。平成28年度は約

１億円程度の数字になっておりますが、平成27年度

は取り締まり船の中間ドックがありまして、これは

県外に船を回して、そこでドックに入れるような経

費が約１億円程度かかっております。その分が平成28

年度はなくなっておりますので、平成26年度と同程

度の予算額になっているところでございます。

○座喜味一幸委員 次、沖縄振興公共投資交付金―

ハード交付金のほうで、各市町村分の土地改良事業

の事業費が減っているのではないかと思っているの

です。要するに、対前年比一緒ということは、前年

度からすると二十数％落ちていることになるはずで

すが、前々年度比ね。そういうことからすると、ハー

ド交付金市町村事業分の農業基盤整備、これからど

うしていこうとしているのか。もうちょっと頑張ら

ないと、県の補助事業等は伸びてもとに戻ったので

すが、こちらは落ちっ放し。こういう取り組みをし

ないと、市町村の力が落ちるのではないかと思うの

ですが、どうでしょうか。

○植田修農地農村整備課長 今、委員の御質疑は、

前々年度から、いわゆる平成26年度から平成27年度

にかけてはハード交付金は落ちていますよと。この

落ちた状態で、平成28年度はそんなに伸びていない。

そんな状態の中で続けていくと、特にハード交付金

の事業主体の多くは、県も当然事業主体になります

が市町村の事業も多いので、その辺をふやす方法と

かはあるのかという趣旨の御質疑でよろしいでしょ

うか―農業農村整備事業に係ります平成27年度の交

付金事業の予算につきましては、平成26年度から沖

縄振興予算が減額となる中で、特に沖縄振興公共投

資交付金、ハード交付金が執行率の低さを理由に削

減されたところから、対前年、平成26年度比で74％

の減額編成となったところでございます。これを踏

まえまして、平成28年度予算を何とかふやさないと

いけないというところがございますので、交付金事

業の進捗を考慮いたしまして、８月の概算要求の段

階で大幅増の国庫要請を行った結果、対前年109％の

予算が決定されたところであります。これにより予

算編成では、特に事業交付金に見合う所要額の確保

と早期の効果発現に向け、地元から要望が高うござ

います水利施設整備事業とか、それから市町村が事

業主体として多くの規模を持っております農山漁村

活性化対策整備事業、それから集落排水整備事業な

どにも予算を増額するとともに、委員御心配であり

ます農業基盤整備促進事業につきましても、0.9％の

伸びを確保したところでございます。さらに平成27

年度補正予算では、国の防災・減災対策に係る補正

予算から交付金事業に２億4517万円を計上したとこ

ろでありまして、平成28年度予算と合わせて執行す

ることで事業の進捗をさらに進めてまいります。今

後も、確保された予算の早期発注並びに執行管理を

厳格に行い、繰越額を減少させることで、次年度以

降の予算の確保にもつなげていきたいと考えており

ます。

○座喜味一幸委員 この問題をなぜ取り上げたかと

いうと、繰り越し・不用が出るということで二十数

％切られた経緯がある。技術職が少なくなっていて、

今、予算がついても発注する体制ができていないと

いうことで、技術職の養成は緊急の課題だと思って

いるのです。そういう意味で農林水産部長、部とし

ての取り組みはどうなっていますか。

○島田勉農林水産部長 農林水産部としても、やは

り技術職の確保は大事だと考えております。

確かに、職員の確保については県全体で考えられる

部分もあるので、私のほうで一言でどうこうという

のは言いにくいものもございますけれども、部とし

ては当然、採用試験の面で、そういう技術系の大学

から技術系の学生が試験を受けてくださいというこ

とで大学にお願いに行ったり、それから部内では、
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職員の技術力向上を目指して研修を充実させている

とか、そういったことで今、対応をしているところ

でございます。

○座喜味一幸委員 頑張ってください。これは、大

きな問題ですよ。

次に、イモゾウムシ根絶の具体的な実施計画につ

いて教えてください。

○新里良章営農支援課長 ゾウムシ類の根絶につい

ては、ソフト交付金を利用しまして、特殊病害虫特

別防除事業を実施しているところです。アリモドキ

ゾウムシ及びイモゾウムシの根絶状況ですけれども、

久米島のゾウムシ類の根絶・防除につきましては、

平成13年度から実施しておりましたが、平成25年４

月に国のほうで省令改正、アリモドキゾウムシの根

絶宣言が行われております。また、津堅島のほうは

ゾウムシ類の根絶・防除を平成19年から実施してお

りますが、両種ともほぼ根絶に近い状況にあります。

ただ、委員のおっしゃった進捗状況についてですけ

れども、それぞれ課題等がありまして、ゾウムシ類

の根絶に向けての大量増殖の技術とか、それから人

工飼料の問題とかがありますので、もうしばらく根

絶については時間を要するかと考えております。

○座喜味一幸委員 このイモゾウムシ、宮古・八重

山の先島地域はどうするのか、南部地域はどうする

のか。具体的に年次計画を立ててやらないと、ソフ

ト交付金事業でやれるわけだから、具体的、速やか

にどうするかという決断をしないと。同じ答弁です

よ、ずっと。農林水産部長、どうですか。

○島田勉農林水産部長 委員のおっしゃることはよ

くわかりますが、現在、イモゾウムシについては不

妊虫を放しての業務となりますので、宮古・八重山

地域での事業を実施するとなると大量のイモゾウム

シを増殖しないといけないということで、正直、今

の施設でそこまでなかなかできないというのが現状

でありますので、それも解決していかないといけな

いかと思っています。それを今のところお示しでき

るような状況ではございません。

○座喜味一幸委員 この件に関しては、全島的に要

望が高い事業であります。この芋の輸出に関して大

きな制限要因となっておりますから、これは決断を

して速やかに実施するようによろしくお願いします。

それから口蹄疫対策として、国の検疫機関体制、

これについて速やかに対応をお願いしたいのですが、

いつごろまでにどうなっておりますか。

○島田勉農林水産部長 本会議でもお答えいたしま

したが、宮古島市からの要請を受けまして、動物検

疫所沖縄支所のほうにはすぐ要望に行っております。

そこで正式に要請をしたいということで調整をいた

しまして、議会が終わってから行こうということで、

３月29日に農林水産省へ正式に要請するということ

で、今、日程調整をしているところでございます。

○座喜味一幸委員 先ほども出たのですが、南西海

運株式会社が中城湾港からの離島航路をやめたいと

いう方向にありますが、宮古・八重山地域での飼料

というのは、その50％を占めています。そういう意

味で、横持ち料とかを含めると相当な影響があると

思うのですが、その辺をしっかりと把握していただ

きたい。どうでしょう。

○長崎祐二畜産課長 宮古・八重山地域に関しては、

今、中城湾港の飼料協業組合というところで製造さ

れている牛専用の飼料が―一部は豚の飼料もですけ

れども、直接輸出されて、港から港へということで

横持ち料の部分が相当軽減されていると聞いており

ます。値段に関しましても本島内と一緒にして、そ

の分は軽減していると聞いております。ただ、船が

やめるということになると、その分はどうしても増

額しないと耐えられないということで、会議を持っ

て話し合っているということも聞いておりまして、

私は直接参加しておりませんけれども、我々の班長

が参加して内容は聞かせてもらっています。それか

ら先ほどもお答えしましたとおり、その結果どうい

うことがあるのかということを今、調査してから対

策を検討したいと思います。

○座喜味一幸委員 大きなダメージになる可能性が

ありますから、しっかりと取り組んで、速やかな対

応―横の連携も必要だと思いますから、よろしくお

願いします。

経済労働委員会で伊良部漁協の競り市の実態を見

ました。この競り市、あるいはそこでの複合拠点の

整備の予定について教えてください。

○新里勝也水産課長 伊良部漁協の荷さばき施設に

ついては懸案でございまして、現在、先ほど申しま

した国の産地水産業支援事業の中で整備を予定して

おります。平成27年度はソフト事業を入れて、施設

の規模等について検討しておりまして、平成28年度

の予算の中で整備に着手するということで、今、地

元市町村と調整しているところでございます。

○上原章委員長 新垣哲司委員。

○新垣哲司委員 まず水産物供給基盤機能保全事業

について、対象となっている漁港の施設。今、糸満

市内で２カ所やっているのですよね。南と北地区。

この進捗状況とあわせて、この事業というのは例え



－106－

ば台風とか、あるいは高潮とか、そのようなことの

老朽化による整備事業ですか。その辺をお聞かせく

ださい。

○島袋均漁港漁場課長 この事業は、これまで整備

した漁港施設の長寿命化を図るために、施設の機能

診断を行って、機能保全計画を策定して、その機能

保全計画に基づいてトータル的なコスト面も考慮し

て、適正な時期にこの保全工事を実施する事業が１

つと、あと機能強化といって、現在の高潮とか地震

とか、それに対応した漁港の施設の強化も両方でき

る事業でございます。対象施設としては、全体の計

画事業費が24億円未満で、あと漁港として広域的に

利用される第３種、第４種漁港、あと地元が主に使っ

ている第１種、第２種漁港にあっては漁船数が50隻

以上とか、水揚げ金額が１億円以上というような採

択要件がございます。委員おっしゃっています糸満

市のこの事業の実施状況でございますが、今、県管

理の糸満漁港で糸満南地区と糸満北地区の２地区を

実施しております。糸満南地区におきましては、平

成26年度から平成31年度までで事業費13億円で、既

設防波堤の腐食防止対策の工事を行っているところ

でございます。あと糸満北地区につきましては、平

成27年度から平成28年度までで事業費３億円で、岸

壁のエプロン補修の工事を現在進めているところで

ございます。あと糸満市管理の喜屋武漁港でも、平

成28年度新規事業として老朽化した防波堤のコンク

リートの補修工事を行う予定でございます。今年度、

漁港施設の諸元となる沖波とかの見直しを行ってい

るところでございまして、平成28年度以降、その波

が高い状況がございましたら、それに対応した施設

の整備もこの事業で対応することになります。

○新垣哲司委員 これは築何年ですか。今、修理を

やっていますでしょう。その修理は初めてだと思い

ますが、何年になりますか。大体でいいです。

○島袋均漁港漁場課長 大体、耐用年数が30年。こ

の鋼管式は鋼材でできているものですから、耐用年

数が30年ですので、大体30年近くになる施設という

ことになります。

○新垣哲司委員 今、喜屋武漁港でも補修したいと

いうことで、あれは新しくやるのですか。それとも、

今ある防波堤を補修するのですか。

○島袋均漁港漁場課長 喜屋武漁港も事業で今、防

波堤の延伸をやっているのですけれども、延伸しな

いその起点部分、今回さわっていないところ、大体

ここも30年から40年築のところですけれども、コン

クリートが劣化してるものですから、そのコンクリー

トを巻き込むような工事になっています。

○新垣哲司委員 これは平成28年度というのですが、

予算がことしから始まるのですか。

○島袋均漁港漁場課長 平成28年度から実施予定で

ございます。

○新垣哲司委員 次はヤギの生産振興について。飼

育、普及、助成金についての考え方。

○長崎祐二畜産課長 ヤギの生産振興の方向性とい

うことですけれども、県におきましては、ソフト交

付金を活用いたしまして、平成27年度から平成29年

度までの３年間、おきなわ山羊生産振興対策事業と

いう事業を実施しております。その中で育種、品種

改良ということで産肉性にすぐれたボア種を導入す

るということで、優良種畜導入支援という形で種畜

の改良の事業を組んでおります。それから２つ目が

繁殖成績です。雌ヤギのほうの繁殖成績を向上させ

るということで、ヤギは季節繁殖といいまして１年

に１回しか産まないのですけれども、年に２回産む

方法はないかということで、この研究を畜産研究セ

ンターのほうで実施いたします。それから３つ目、

これは民間に委託いたしますけれども、経営モデル

ということで、実際にヤギを飼いながら経営的にペ

イできるかと、そのためにはどのような経営の形が

いいのかという経営モデルを作出するということで、

３本柱で今実施しているところでございます。

○新垣哲司委員 今、３本柱の説明を受けて大変あ

りがたく思っていますが、この沖縄のヤギの食文化

というのが、率直な気持ちわからないものですから、

何百年ぐらいになるのですか。大体、もしわかるの

であれば。

○長崎祐二畜産課長 申しわけございません、不勉

強で。

○新垣哲司委員 私もわからないのですが、昔から

食文化だよと、非常に栄養価値があるということを

聞かされているものですから、その辺はわかるかと。

今、年１回と言うのですが、２回産んでいるとこ

ろが実際あるのですよ。ボア種というのは育てよう

によっては非常に大きくなりますから、これをぜひ

普及していただきたいなと思っております。私も南

部地区から北部地区までずっとヤギを生産している

ところを回っているのですが、一番大事な生産性、

これがなかなか―大体、何頭くらいいれば生計が立

てられるか。皆さんで把握しているところを教えて

ください。

○長崎祐二畜産課長 今、それを実際に農家から聞

き取り等をして、どういうところでお金がかかって



－107－

いるか、また逆にどういうことをすればもうかるか

ということを調査している最中でございます。ただ、

恐らく何十頭の単位では事業的にペイはできないと

いうことですので、恐らく何百頭の単位になるかと

いうことで想定しております。

○新垣哲司委員 ヤンバルで飼育している方に聞い

たら、大体200頭いないと引き合わないと、このよう

に教わったことがあるのです。そのためにも、先ほ

どの牛とか豚とか、鶏とかに比べて非常に予算が少

ない。これはどう思われますか。

○長崎祐二畜産課長 ヤギに関しましては、特用家

畜ということで国が振興する畜種から外しておりま

すものですから、国のほうの直接の支援がございま

せん。この事業に関しましても一括交付金を活用し

て実施しておりますので、沖縄独特の事業という形

になるかと思います。先ほどもお話ししましたけれ

ども、結局、経営的にもペイするのかどうかという

のが一番ネックになると考えております。

○新垣哲司委員 今聞いて、国の補助事業にないと

いうことですが、やはりそこが皆さんの力の見せど

ころですよ。食文化と言いながら、やっぱりこれは

必要です。ぜひ、これは力を入れて頑張っていただ

きたいと。今、若者がＵターンしてこれをやろうと

一生懸命なのです。そして食べているのも、刺身は

本島のものを出すのですが、汁物は中には外国品の

冷凍物をまぜたのがあるのですよ。これは聞いたこ

とがありますか、どうですか。

○長崎祐二畜産課長 確かにそのとおりでございま

して、税関で調べた結果、やはり６割近くが輸入物

だという形になります。ですから、生食といいます

か、刺身に関しては島内産という形になりますが、

恐らく汁物に関してはかなりの部分で冷凍物、ある

いは海外産のものが入っているかと考えます。

○新垣哲司委員 農林水産部長、ぜひこれは県庁を

挙げて、部を挙げて、国にも働きかけて予算をとる

ということ、決意を聞かせてください。

○島田勉農林水産部長 委員のほうから予算が少な

いのではないかというようなお話もございました。

今議会でも、複数の議員からヤギ生産振興について

の御質問を受けました。そういう中で、今のおきな

わ山羊生産振興対策事業の中で、種畜の改良とか繁

殖技術の研究、生産向上とかそういった事業をやっ

てまいりましたので、当然その成果が出てくればそ

の辺の予算の確保もやりやすくなるだろうと思いま

すので、それにつきましては予算確保も増額も含め

まして、部を挙げて取り組んでいきたいと思います。

○新垣哲司委員 次、沖縄アグーの安定供給制度に

ついて。アグーというのは沖縄ブランドというので

すが、本当にどのぐらいのブランドか―食堂やある

いは居酒屋、みんな違って、どこまでがブランドの

アグーかと。この辺をやはりしっかりする必要があ

るのではないかと思うのですよ、どうですか。

○長崎祐二畜産課長 アグーに関しましては、アグー

のブランド推進協議会ということで、我々畜産課が

事務局を持ちまして、その中でこういうものをアグー

ブランド豚と認定しようという形で、今いろいろな

民間組織を集めて話し合いを持っております。その

中で、アグーブランド豚、要するに食べるアグーブ

ランド豚というのは、まず、雌豚は西洋種でも構い

ませんと。そのかわり、雄豚が半分です。ですから、

Ｆ１以上に関してのみアグーブランド豚と呼びま

しょうと、Ｆ１以上の豚という形で定義をしており

ます。それ以外の豚は、アグーブランド豚とは呼ば

ないと。そのアグーブランド豚である雄、例えば種

付けするための雄に関しましては、登記されている

豚という形を想定しております。

○新垣哲司委員 アグーというのは正直おいしいの

ですか。それだけの価値があるのですか、どうです

か。繁殖は遅いし。

○長崎祐二畜産課長 アグーの特徴といたしまして

は、リノール酸とオレイン酸、脂肪酸のところです

けれども、オレイン酸の部分が多くて甘みがあると

いいますか、それから口溶けがいいという脂になり

ます。それから、昔のよく言うアンダワーというの

ですか、脂がどうしても多くて肉が少ないという形

で、食肉というよりも味を楽しむような形の豚にな

るのかなと考えております。

○新垣哲司委員 アグーは沖縄のブランドというく

らいですから、ぜひ頑張ってください。

進めます。家畜衛生試験場の移転です。狭隘であ

るし、また町の真ん中にあるということで、ずっと

前から移転しようとしていましたが、今度、移転整

備の計画がなされたようですが、その辺の状況説明

をお願いします。

○長崎祐二畜産課長 家畜衛生試験場は、今、築44

年たっております。建物も雨漏りしたり、ひびが入っ

たり、老朽化が非常に激しいために、今あります那

覇市古波蔵からうるま市の兼箇段、元農林水産部の

園芸市場があった場所に移転という形で予定をして

おります。今年度で設計は終わります。次年度当初

に入札をいたしまして、次年度から用地造成と施設

の建築に移る予定でございます。
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○新垣哲司委員 やはり家畜の衛生上、あるいは試

験をする大変大事な試験場でありますから、今言う

ように早目にやっていただきたいと思っております。

次に、特殊病害虫特別防除事業です。先ほどうち

の座喜味委員からも質疑をしたのですが、結論から

言って、根絶は非常に時間がかかるというような御

説明があったのですが、今、久米島、津堅島でこれ

がようやく根絶されるということですが、何年かか

りましたか。予算はどのくらいかかりましたか。

○新里良章営農支援課長 根絶に要した期間と予算

ということですが、久米島のアリモドキゾウムシ根

絶事業に関しましては、平成６年から平成24年の19

年間、総事業費45億6000万円、これは一部イモゾウ

ムシの根絶についての予算も含んでおります。それ

から延べ従事人数としまして、10万人程度が根絶に

かかわってきております。

○新垣哲司委員 時間と莫大な予算がかかっていま

すね。例えば、芋というのは昔は食生活の一つです

よね、もう今はそうではないのですが。そういう意

味では、イモゾウムシがなくなった場合には酒もつ

くれるのではないですか。非常に効果が出ると思う

のですよ。しかし、今まで19年もかかって、これだ

けの費用がかかるということは、今後これは沖縄本

島や離島、宮古地区、石垣地区合わせたら1000億円

ぐらいかかるのではないか。今の調子だったら100年

かかるのではないか、どうですか。

○新里良章営農支援課長 先ほど津堅島と久米島の

状況を説明させていただきましたけれども、津堅島

に関しましてはゾウムシ、アリモドキゾウムシ、イ

モゾウムシともにほぼゼロに近い状況にあります。

ですから時間的なスパンからいいますと、二、三年

後とか、一応そのような予定を防除の日程としては

組んでいます。それから久米島に関しましても、四、

五年後とか、そのようなスパンは組むのですけれど

も、先ほど課題がまだ大量増殖、それから人工飼料

の問題とか、そういったことがあるということを答

弁させていただきましたけれども、先ほど農林水産

部長からもありましたように、沖縄群島、それから

八重山地区ということになりますと、大量増殖の施

設をどうするかとかそういったことがありますので、

100年はちょっとかからないと思うのですけれども、

20年、30年スパンで見ないと問題解決は難しいかな

と考えております。

○新垣哲司委員 久米島と津堅島でも19年間かかっ

ていると言うから、それは沖縄全体根絶しないと本

当のイモゾウムシ根絶と言えないので、そのぐらい

費用、時間がかかるのではないかと言っただけです。

実際、将来像として何年ぐらいをめどに根絶しよう

という皆さんの計画―何もないわけではないでしょ

う。

○新里良章営農支援課長 一応、ゾウムシ類根絶計

画という案はつくっておりますけれども、それによ

りますと平成50年とか、そういったスパンで計画は

作成されております。

○新垣哲司委員 平成50年をめどに頑張ってくださ

い。

次は青年就農給付金について、45歳以下が該当に

なって平成28年度から始まるということですが、そ

の事業について説明をお願いします。

○島田勉農林水産部長 青年就農給付金事業につい

て御説明いたします。当該事業は、青年新規就農者

の増加と、それから就農の定着を図ることを目的に、

就農前の研修期間、それから経営が安定しない就農

直後の所得を確保できるように給付金を給付すると

いうものでございます。その青年就農給付金には準

備型、それから経営開始型の２つのタイプがござい

まして、いずれも就農時に原則45歳未満の方が対象

となります。まず準備型でございますが、これは県

からの給付となりまして、農業大学校や先進農家等

で研修を受ける就農希望者に最長２年間、年間150万

円が給付されます。それから経営開始型でございま

すが、これは市町村が給付主体となりまして、市町

村が策定いたします人・農地プランにまず位置づけ

られていること、または位置づけられることが確実

と見込まれる独立自営就農者が対象となりまして、

最長５年間、年間最大で150万円が給付されます。

県では平成24年４月６日、国の実施要綱の制定を受

けまして、平成24年度より当該給付金事業を実施し

ております。

○新垣哲司委員 実績と成果について、わかる範囲

でお願いします。

○新里良章営農支援課長 実績でございますが、準

備型は、先ほど農林水産部長からありましたように、

就農前の２年間の150万円の支給ということで、実績

としまして平成24年度が27名、平成25年度が36名、

平成26年度が39名、平成27年度が45名―まだ年度が

終わっていませんので見込みとなっております。そ

れから経営開始型ですが、先ほど農林水産部長から

ありましたように、経営不安定な就農初期の最長５

年間給付されるということで、実績としまして平成24

年度190名、平成25年度307名、平成26年度389名、平

成27年度406名の見込みでございます。予算額にしま
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すと、平成25年度３億8500万円、平成26年度８億3237

万円、平成27年度の見込みですが４億9992万円となっ

ております。

○新垣哲司委員 徐々にですが、実績は出ているわ

けですね。それも引き続き、予算があるうちに頑張っ

ていただきたいと思っております。

分蜜糖振興対策支援事業、それと含蜜糖振興対策

事業について、概要説明をお願いします。

○西村真糖業農産課長 分蜜糖振興対策支援事業の

主な内容につきましては、分蜜糖の製造事業者に対

する支援になっております。内容としましては、気

象災害によってコストがふえた場合の一部の助成、

それから老朽化した機器を省エネルギー等に資する

機器に更新する場合の助成、それから分蜜糖地域の

中でも特に規模が小さく、コストが著しく高い地域

に対する助成となっております。含蜜糖振興対策事

業費の主な内容につきましては、含蜜糖の製造事業

者に対する助成ですが、内容としましては、製造コ

ストに対する一部助成、それから気象災害等により

コストがふえた場合のその一部の助成、省エネルギー

や品質向上に資する製糖機器の整備に対する助成、

それから老朽化した製糖施設の建てかえに対する助

成などとなっております。

○新垣哲司委員 これはいつから始まって―もうそ

ろそろ予算も切られるのではないかというお話もあ

るのですが、その辺は続行ですか、どうですか。

○西村糖業農産課長 この２つの事業につきまして

は、以前、国のほうが実施していたものでございま

す。それが一括交付金事業ができた段階で、県のほ

うに移ってきたものです。ですので、ずっと以前か

らやっております。県の認識としましては、製造コ

ストがどうしてもかかる離島があって、コストがか

かるということで助成しておりますので、基本的に、

この助成はどうしても必要な事業だと考えておりま

すので、一括交付金が終了した後につきましても、

国のほうで支援していただけるように引き続き要請

等していきたいと考えております。

○新垣哲司委員 この事業との関連で、今、製糖時

期で運搬や搬入をしていますよね。当初は１カ所に

絞るということだったのですが、２カ所でしていま

す。豊見城市と中部地区ですね。１カ所はちゃんと

葉っぱを取ってやるところ、それからそのまま送る

ところということで、この事業は終わりが３月いっ

ぱいまでだったと。しかし、４月までずれ込むとい

う話がありますが、両方にしたからこのように長引

いているのですか。

○西村真糖業農産課長 今期につきましては、製糖

工場が２社ありましたのが１社に統合しましたけれ

ども、南部地域につきましては無脱葉の原料があり

ますので、それを処理するための集中脱葉施設―葉っ

ぱを取るための施設がもとの翔南製糖の敷地にござ

います。その関係で、無脱葉原料とハーベスター原

料の処理をそこでしまして、中部地区に運んでいる

状況でございます。この施設につきましては、平成28

年度の中で移設をするという計画になっております。

ですので、このためにおくれたというわけではなく

て、当初の計画よりおくれましたのは、沖縄本島に

ついても雨が多くて工場での処理が予定どおり進ま

ないものですから、少し工場がとまったこと。それ

から、実はその工場の機器の故障がございまして、

これで３日ぐらいとまったという関係で、当初より

も10日ぐらいおくれる見込みになっております。

○新垣哲司委員 ハーベスターなど機械化が進んで

いるわけですから、本来であればうんと早くなるべ

きかなということもあって、機械の故障とか、雨が

多くていろいろあったようですが、やっぱり何といっ

てもサトウキビは沖縄の基幹作物ですので、ぜひこ

れについても―毎年落ちているようですが、維持で

きるような形で頑張っていただきたいということを

申し上げて終わります。

○上原章委員長 休憩いたします。

午前11時56分休憩

午後１時21分再開

○上原章委員長 再開いたします。

午前に引き続き、質疑を行います。

崎山嗣幸委員。

○崎山嗣幸委員 平成28年度の操業ルールの確立に

向けての話し合いがされたということでありますか

ら、日台漁業協定について伺いたいと思います。午

前中にもありましたが、日本と台湾との会合が３月

２日から４日に開かれたということで、結果は前進

がなくて、平成28年度は平成27年度の踏襲でいくと

いう話でありましたが、報道等によると、沖縄側の

漁民は落胆しているということであります。平成27

年度を踏まえて、今回始まる漁区に向かって、平成28

年度に特に沖縄側から強調して何を強く求めたのか

について答えてくれますか。

○新里勝也水産課長 先ほどもお答えしましたけれ

ども、基本的に船間距離４海里を最初に強く求めて

おります。あわせて八重山北方三角水域の日本側が

優先的に利用できるルール、いわゆる昼夜交代の操

業ですね。そのできる水域が一部だったのを八重山
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北方三角水域全てに適用するようにという、この２

点を要求したところでございます。

○崎山嗣幸委員 これから４月から７月に向かって

のクロマグロの漁期に入るということではあります

が、今、水産課長がおっしゃったように４海里あけ

てくれというのと、八重山北方三角水域の操業水域

の拡大―全部というのか、あと報道を見ると漁具の

流出対策についても双方かみ合わなかったとありま

すが、そこもあったのかどうか。そこの３点につい

て、かえって台湾側から縮小の方向に意見があった

ということを言われておりますが、ここは３点強く

求めたが実現かなわなかったということであります

が、台湾側が何をそんなに問題にしているのか。あ

るいは協定を結んでから、この水域において台湾側

の水揚げ高というか、メリットというのか、多大に

なるものがあるのか。だからここは台湾側が絶対に

譲らないということで歩み寄らないのか。そこは予

測できますか。

○新里勝也水産課長 先ほどお答えしました２点に

ついては、日本側から要求した点でございます。今、

崎山委員がおっしゃる漁具流出の課題につきまして

は、台湾側から今の協定のラインからはみ出た場合

にいきなり拿捕するのではなくて、流出した漁具を

回収させてほしいというのは前回から強く求めてい

まして、向こうが求めてきたものに対して日本側と

しては、これは実質的に協定のラインの拡大につな

がるということで、流出をしないような操業の仕方

を検討するように強く言い返しまして、逆にそれに

対する説明がなかったということで、これは日本側

が突っぱねたという位置づけになっております。あ

わせて台湾側の北方三角水域について、去年日本側

が広げたところを、逆に台湾側は操業するチャンス

が減ったということで狭めろと要求してきたもので

すから、これについても日本は全部要求したいので

これはまかりならないということで、これもはねて

平行線になったということでございます。操業隻数

については、今回数字では報告はなくて、日本では

少し一本釣り等がふえているのですが、台湾側につ

いては明確な数字の報告はありませんが、４海里の

船間距離を要求したときに、台湾側としては、１海

里の間隔でやらないとここで操業できる隻数が減少

するということで、これも認められないということ

で議論が平行線をたどったということでございます。

○崎山嗣幸委員 台湾側は、協定を結んで相当のメ

リットを得ているのかなと。これだけ固執する原因

が私はよくわからないので、ここの水域・海域がと

ても向こうにとっては宝の海みたいに思っているの

かどうかも含めて、向こうの水揚げがそんなに極端

に多いものかどうかを予測できるのかということで

す。

○新里勝也水産課長 台湾側の主張は、去年もずっ

とそうだったのですが、この取り決めが結ばれる前

はここで操業できなかったわけで、ここに来る漁民

は台湾の北東部にある蘇澳の方々がほとんどと聞い

ております。彼らは、むしろこの先島の南とか太平

洋側とかまでは行けないと。特にクロマグロの漁場

としてこの時期でここが一番いい漁場だということ

で、取り決めができたので台湾側も自由に操業する

権利があるという主張のもとに、ここは譲りたくな

いというのはずっと主張しているところでございま

す。

○崎山嗣幸委員 そもそも、この海域は日本の排他

的経済水域内であるということでありますので、考

えると、日本の国内法とか国連海洋法とかを含めて

解決できるものではないかと。学者はそうするべき

だと言っていますよね。それは私もよくわからない

けれども、日本政府は、領海問題については尖閣諸

島含めて相当こだわっていくのですが、この経済水

域は簡単に譲ってしまうと。私はその簡単に譲って

しまうというのは、沖縄の漁民の頭越しに決めてし

まうとか、要するに水産業とか海洋権そのものにつ

いては外国からの輸入で賄って、日本の水産業その

ものが衰退していいと思っているのかと疑心暗鬼に

なってしまうぐらい、漁業権益あるいは経済権益を

簡単に、みずからの経済水域を国連に認めるところ

も含めて行使しないというのか、そういうことに私

は疑問ですが、そこは実際は学者等が言っている国

内法、国連海洋法とかについての問題で主張できな

いものなのか。そうしないとつけ込まれてくるとい

うか、当初からつけ込まれて全然妥協の余地がない

ところに入ってくるので、そういった基準というの

はそれしかないと私は思うのですが、それは水産課

長、いかがですか。

○新里勝也水産課長 いろいろな方の御意見も出て

いるところで、この交渉には外務省も参加しており

ます。その中で、尖閣諸島の領海については日本固

有のものであるというのは、外務省がぴしゃっと言

い返して主張しております。この排他的経済水域の

扱いについてですけれども、おっしゃるとおり、当

然日本の経済水域ですので、これを基本にきちんと

主張はしてくださいということを国に申し上げて、

国も一応それをもとに交渉はしているところです。
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ただ台湾が国連に入っていないということで、国連

海洋法を根拠にした排他的経済水域という設定では

なくて、台湾独自の主張として―いわゆる執法線で

すね、それを主張しているところで、これが重なっ

ているエリアがこの取り決め適用水域の一番の問題

点なのですが、双方が同じ立場で主張し合っている

というのが今の実態かなと思っております。当然、

日本はそういう立場で主張していくのですけれども、

台湾も同じように主張してくるものですから、そこ

がかみ合っていないところかなと評価されていると

認識しております。

○崎山嗣幸委員 午前中に、平成29年までには専門

会議を開いて、そういったルールが解決方向に向かっ

ていくという方針を示されておりましたが、今言っ

ている状況で、一旦経済水域内に日本政府が認めた

以上、専門会議を開いて打開策があるのかという疑

問があるので、そこはやはりみずからの権益という

のか、日本の経済水域であることをしっかり踏まえ

た中でやらないと、私は解決策はないと思いますが、

さっき言った平成29年までに専門会議を開いて決着

をつけるということを―先ほど言った八重山北方三

角水域を全水域に拡大するとか、あるいは４海里説

についても一つの妥協案ですよね。最初は協定につ

いて、沖縄の頭越しに決めたものについて撤廃せよ

という主張だったものが、ささやかな妥協点まで含

めてずっと日本政府が追い込まれてくることについ

て私は矛盾を感じるのですが、そこの打開策として

の専門会議を開いて云々については、見通しはある

のですか。

○新里勝也水産課長 根本的なところは、やはり取

り決めが結ばれたときにもう撤回という話の議論が

ございましたが、なかなかそれは遠いと言いながら

も、沖縄側の立場としては、午前中に申し上げた２

つの水域の撤廃という協定の見直しを求め続けてい

るところでございます。ただ、これが非常にハード

ルが高いという中で、現実的にそこで安心して操業

できる体制をどう確保するかという中で、では４海

里を確保することが現実的な対応だろうということ

で、そのようになってきた経緯がございます。また、

今回の合意の中の１つとして専門会議を設置するこ

とになっておりますが、これは今期の操業が７月に

終わることを想定しておりますが、終わったらすぐ

にこの専門会議を開催していただいて、漁業者代表

も入れてもらうことになっていますので、その中で

来る４カ月の評価、沖縄側がまだまだ自粛している

ということを強く訴えていくことによって―交渉戦

術についてもちょっと反省事項があると聞いており

ますので、その辺も含めて時間切れにならないよう

に、早いうちから議論を進めて交渉につなげていけ

ればと今、関係者の中で確認しているところでござ

います。

○崎山嗣幸委員 結局、平成27年度の漁獲量は平成26

年度に比べて、前年比1.5倍。漁船の隻数も3.5倍と

いうことで報告がありましたが、結果的には今度来

る平成28年度の―今、水産課長が言った７月に終わ

ることを踏襲した平成28年度ルールでやっていくけ

れども、そうなったら次年度の漁獲高について、漁

船隻数も含めて横ばいなのか。今の状態が踏襲され

て横ばいで行くのか、ふえるのか。その見通しはい

かがですか。

○新里勝也水産課長 なかなか見通しは難しいとこ

ろですけれども、漁模様とかもございますけれども、

昨年ふえたのは、ルールが改善されてソデイカ漁船、

あるいはマグロの集魚灯の漁船がこの水域で操業す

るようになった、あるいは基金を活用した調査監視

事業も一緒に操業できるようになったことでふえた

のかと考えております。今期がどうなるのかについ

ては、ルールとしては維持されたというところで、

あるいは漁模様がどうなるかというところもあわせ

て、この時点で見通しを立てるのは難しいかと考え

ております。

○崎山嗣幸委員 次、変わりますが、農林水産物流

通条件不利性解消事業について午前中からありまし

たので、質疑をしたいと思います。この事業は平成24

年から一括交付金を使って、農林水産物本土出荷の

輸送費軽減を図る事業であると聞いていますが、平

成28年度も28億円余り予算計上しており、平成24年

度から予算は伸びてきておりますが、平成28年度の

交付団体数と県外出荷見込み、この予算計上したも

のの計画はどうなっていますか。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 平成27年度は28億

円、平成28年度も28億円ということで、現在129団体

に交付しておりまして、こういうところから需要調

査をして、そういう数字を積み上げて、対前年度比

は0.1％増となっております。県外出荷額は実績ベー

スで平成25年度が５万300トン、平成26年度が５万

7000トンとなっております。

○崎山嗣幸委員 実績ではなく、新年度の見込みは

どれぐらいかという計算をしているかということで

す。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 新年度の計画ベー

スでは６万5000トンです。
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○崎山嗣幸委員 沖縄県から鹿児島県、本土までの

補助はそれでいいと思いますが、各市町村から―補

助対象が県内から本土出荷のみが対象となっていて、

離島から沖縄本島への出荷は対象外であることにつ

いて、これから観光客も伸びていくし、消費が拡大

されるということもあるので、沖縄本島の消費地へ

の出荷もやはり厳しくコストがかかると言われてい

るので、離島から沖縄本島に輸送する補助をしてく

れないかという要請がずっとあるということで、私、

前回も聞きました。前回はちぐはぐな答弁だったの

で今回はちゃんと答えてもらいたいと思いますが、

これは皆さんの答弁資料などを見ると、一部市町村

が実施しているということがあって、役割分担の中

で検討するという方針ですが、実際県は今、離島か

ら本島までの対応をどのように考えているのか聞か

せてもらいたいと思います。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 今、委員がおっ

しゃったとおり役割分担の中で、特に水産物ですけ

れども、既に離島の市町村のほうで離島から沖縄本

島までの輸送費を補助していますので、そういう中

で今、役割分担をしているところです。特に11月と

か２月に宮古島市とか八重山地区も訪れて市町村等

と意見交換して、今後のこういう離島から沖縄本島

までの輸送費の進め方をどうしましょうかという意

見交換をしていて、それぞれ役割分担の中で各役場

にも認識してもらっています。一方で、竹富町あた

りは今、水産関係で大体年間40万円ぐらいしか支出

がないらしくて、これは国の補助にはなじまないと

いうことで町単独予算で補助を出しているというこ

とですので、そういうのを含めまして、今後どのよ

うにやるかということを引き続き話し合っている最

中でございます。

○崎山嗣幸委員 今言われている離島から沖縄本島

への対象区域という意味では、今、竹富町は40万円

でなじまないということで単独でという話になって

いますが、県の方針からすると、対象は宮古島市と

石垣市だけですか。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 今、事業を実施し

ているのは与那国町と宮古島市、石垣市、竹富町で、

市町村のほうで沖縄本島までの輸送費補助をしてお

ります。

○崎山嗣幸委員 その他の離島―宮古島市、石垣市

だけではなくて、久米島町、南北大東村、そういっ

た小さいところも含めて、今やっている基準や規模

が少ないから対象外ということなのか。この辺は各

町村からの要望はどうですか。小さいところは要ら

ないということなのか。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 生産者ベースでは、

ぜひできれば不利性解消事業みたいなものの県内版

というのは、伊江村とか伊平屋村とか各市町村の生

産者からはお願いされているところで、これをどう

いうスキームでやっていくかというところで今調整

している状況です。

○崎山嗣幸委員 ここがよくわからないけれども、

役割分担という意味では、市とか町村が助成をして

いないところは県がやるということなのか。あるい

は今言っている規模が小さいというのか、補助の対

象にするのは難しいという判断なのか。役割分担と

いう意味では、重複しない―要するに市町村がやっ

た場合は県はやらないということなのか、市町村が

やっている場合は県がやらなくて、それ以外は県が

やるということなのか。役割分担というのはどうい

うことですか。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 役割分担は、基本

的に今、市町村がやっているスキームができ上がっ

ていますので、できないというのが１点と、もう一

つ、いざ調べると小規模離島になればなるほど零細

補助金になるものですから、どういう感じで事業を

組み立てていくかというのを今、調整しているとこ

ろです。

○崎山嗣幸委員 今言ったのは重要なことなので、

これは各離島市町村からずっと要請されているわけ

です。ずっと要請されているのに進捗してないわけ

ですよね。多分今、役割分担と答えているので、ど

ういうスキームでやるかについてはどの段階で整理

できますか。要するに、新年度に入りますよね。新

年度の中で、皆さんは予算化されていないですよね。

これは補正予算を組むぐらいの気持ちで検討してい

くという気持ちなのか、この辺の整理はどのように

考えているのですか。小規模離島含めてです。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 県内流通の格差是

正は基本的に市町村にお願いしたいということで

やっておりまして、県のほうでは県外に対する格差

の是正という感じで今、進めてはいるところです。

○崎山嗣幸委員 格差是正は市町村に任せると言っ

ているが、役割分担という意味ではそういうことで

はないのではないか。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 離島から本島まで

は基本的に市町村でお願いして、県外に対する輸送

費補助は県のほうでという役割分担で考えておりま

す。

○崎山嗣幸委員 これは町村も含めて、この役割分
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担の話は納得しているのですか。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 全部の市町村に対

して了解をもらったわけではありませんけれども、

宮古島市、石垣市、竹富町とか、一緒の会議ではそ

れぞれ今もう事業を実施しているものですから、そ

れに水産物は既にやっているものですから、農産物

とか他の品目の追加については、それぞれの市町村

で検討してもらっているところです。

○崎山嗣幸委員 小規模離島も含めてあるので、県

は改めてそこに町村の要望があるのならば、検討す

る余地というのはないのですか。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 今後また意見を聞

きながら進めていきたいと考えています。

○上原章委員長 仲村未央委員。

○仲村未央委員 今、流れがありますので同じ事業

に関連してお尋ねしますが、この不利性解消事業の

大きな目的としては、価格競争力の向上、県外で戦

えるということが目的だと思うのですけれども、そ

れは実際、競争力として競争し得る状況になってい

ると評価しているのでしょうか。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 本事業を活用して、

平成26年度の県外への農林水産物の出荷量は、前年

度に比べ５万300トンから５万7000トンと約13％増加

しています。特にカボチャなどでも826トン、30％増

であるとか、スプレー菊も205トン、37％増とふえて

いるということは、向こうでも十分戦えていると認

識をしております。

○仲村未央委員 この戦略品目の中でも、先ほどか

なり伸びの大きかったスプレー菊とかカボチャ、マ

ンゴー、豚肉ですね。このあたりというのは、この

事業を取り入れることによってその伸びが非常に大

きいというのは、生産者も含めて、拡大はこの恩恵

だというように、戦略的にそのように皆さんは誘導

してきたと。そういう評価ですか。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 そのとおりです。

○仲村未央委員 これは県外ですけれども、あと、

輸出のほうも聞きたいのですけれども、今、物流を

非常に重視していこうと。アジア経済構想の中でも

物流というのは非常に優位性が高いということです

よね。輸出全体に占める、特にＡＮＡを使った空輸

も含めて、沖縄発の農林水産物というのはどれぐら

いの実績になっているのでしょうか。

○島田勉農林水産部長 国の貿易統計での数字でお

答えさせていただきたいのですが、平成27年の沖縄

からの輸出実績が全体で431億円ございますけれど

も、そのうち農林水産物が約13億円ということで、

全体の３％を占めております。

○仲村未央委員 これは金額ベースで３％、この物

量自体は伸びているのですか。

○島田勉農林水産部長 農林水産物、これは那覇空

港経由ということでの貿易統計の数字がございます

けれども、平成23年度が45トン、これが平成27年で187

トンと伸びております。

○仲村未央委員 その占める割合というのは、輸出

全体に占める何％ぐらいが物流になっているので

しょうか。

○島田勉農林水産部長 平成23年の45トンの実績か

らしますと11％、平成27年度187トンの実績からしま

すと21.2％に伸びております。

○仲村未央委員 これは伸びてきているというよう

に見ているのか、戦略的に伸びているのか、物流、

ＡＮＡが入ってきたからこれくらいだろうというこ

となのか。目標を持って海外に出せる戦略的な農産

物というのを誘導して、そのようにやっているのか。

この取り組みについてはいかがでしょうか。また、

その具体的に輸出している中身で、有望な農林水産

品というのはどういうものになっていますか。

○島田勉農林水産部長 有望品目としては、香港で

あれば紅芋や黒糖、モズク、島ニンジンとか、そう

いったものが出ておりますし、台湾であれば紅芋、

ゴーヤー、黒糖、豚肉、モズク。シンガポールでも

紅芋、ゴーヤー、黒糖、豚肉、モズクと、結構、沖

縄県の農林水産物については評価が高く、有望品目

であろうと思います。県といたしましても、海外向

けにいろいろな事業を取り組んでおりますが、県産

農林水産物輸出力強化事業というものを平成27年度

から３カ年事業でやっておりますけれども、主に香

港、台湾、シンガポールをターゲットにしておりま

すけれども、そこでの商談会とか、現地量販店での

テストマーケティングとか、それから沖縄での訪日

観光客に対するマーケティング強化とか、そういっ

たものをやる予定をしております。そのほかにも輸

出促進に向けた事業としては、これも平成27年度か

らやっておりますけれども、鮮度保持技術と戦略出

荷によるブランド確立事業ということで、鮮度保持

技術と出荷流通技術の導入による事業。それから平

成24年度から実施しております県産食肉ブランド国

内外流通対策強化事業。これは香港で流通保管施設

を運用しまして、そこでの販売促進を目指すと。こ

れについては平成28年度も実施する予定でございま

す。それから水産物であれば、養殖ハタ類の国際的

産地形成推進事業、これは平成24年度から平成26年
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度で終了しておりますけれども、その事業の中で水

なし輸送技術の開発等を行っております。それから、

この２月補正予算で計上いたしまして、実質は平成28

年度からの事業になりますけれども、沖縄農業成長

産業化推進事業という１億5300万円余りの予算にな

りますけれども、その中で地理的表示保護制度―Ｇ

Ｉの活用に向けた取り組みとか、それから海外展開

に対する人材育成とか、そういった事業も予定して

おりまして、そういうことも含めてさらに海外に向

け取り組んでいきたいと考えております。

○仲村未央委員 全体の取扱量が余りにも小さいと

いう意味では、その物流の機能をなかなか全体に波

及を持たせて、生産、経済を上げていくところまで

はまだまだ遠いのかなという感じは正直するのです

けれども、目標は持っていますか。

○島田勉農林水産部長 具体的な数値としては、今

持っておりません。

○仲村未央委員 今、アジア経済構想といっても、

ちょっと漠としているようなところがあるので、具

体的にそこに基地を置いていることが中継には優位

性があるのでしょうけれども、実際、沖縄の農林水

産物を含めてそこを生かして生産向上まで、あるい

は収入まで上げていくというのは、もうちょっと具

体的な絞った戦略がないことには、漠然とでは進ま

ないのかなというのを非常に感じますので、ぜひそ

こは取り組みをもう少し具体化していただきたいと

思っています。

それから今度は域内ですが、県内の流通で非常に

大きいと思っているのは、ファーマーズマーケット

―ファーマーズが各地にありますよね。この市場規

模というのはどれぐらいになっていますか。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 県内にはＪＡおき

なわが運営するファーマーズマーケットが11施設あ

り、平成27年12月末での農家登録数は8793人となっ

ております。来店客数につきましては、平成20年度

の約198万人から平成26年度の約397万人と約２倍に

増加しております。売り上げにつきましても来店客

数に比例して増加しており、平成20年度の約29億円

から平成26年度の約67億円と約2.3倍となっておりま

す。

○仲村未央委員 11カ所あるという中で、ベスト３

ぐらいはどれぐらいの売り上げを上げているかわか

りますか。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 これは平成26年度

の数字ですけれども、一番大きいところでファーマー

ズマーケットいとまん、約15億円。２番目に大きい

のが沖縄市にあります中部ファーマーズマーケット、

約12億円。ファーマーズマーケットやんばるが約10

億円となっております。

○仲村未央委員 今言うこれぐらいの市場規模に

なってくると、農政全体の体制の中でもかなりウエー

トがあるということだと思うのですけれども、農林

水産市場の中で流通の規模というのはどれぐらいで

すか。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 大ざっぱに見て、10

％未満と想定しております。

○仲村未央委員 これが直売という意味では、観光

資源としても魅力につながる要素も出ているという

のも先ほど座喜味委員からお話もありましたけれど

も、地産地消という域にとどまらないようなレベル

までにこのファーマーズを生かして、さらに生産者

も育て、また専ら消費をする側の市場規模も拡大さ

せていく、あるいは、ここからまた次の展開という

のは何かあるのでしょうか。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 県のほうでは今、

地産地消コーディネーター機能強化事業を実施して

おりまして、この事業の内容は、ファーマーズマー

ケットの活性化のために、そこの従業員の人材育成

を中心に地産地消コーディネーターというのを育成

しております。その中で、特にファーマーズごとの

活性化に向けた支援ということで、専門家を入れて、

それぞれの市場でいろいろな取り組みを今しても

らっているところです。例えば糸満のファーマーズ

では、先ほどもお話ししましたけれども、今、外国

人観光客が多いので、従業員の中国語研修であると

か、あと販促物を多言語化するということをやった

りとか、宮古島のほうでは特産品であるトウガンを

取り入れた試食キャンペーンであるとかをやってい

ます。また２点目では、なかなかＪＡも大きな組織

でありますので、店舗ごとの店長同士は知り合って

いるのですけれども、職員同士は余り知らないとい

うこともありまして、集合研修を通してそれぞれの

人的交流とか、またファーマーズ間のネットワーク

強化もやっているところです。その中心のハブにな

るところが今、沖縄協同青果株式会社といって、県

内の荷受けのところが事務局委託先になっておりま

すので、この商品の情報というのですか、例えば北

のファーマーズで野菜が足りなかったら中央市場か

ら融通したり、南のファーマーズから融通したり、

南のほうが果実が足りないときには、北のほうから

果実を融通したりという仕組みを今年度から少しず

つつくっていこうと動いております。
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○仲村未央委員 先ほど県外への出荷、不利性解消

事業とか、あるいは物流基地を利用した海外という

のも、もちろんそこは戦略を持たなくてはいけない

とは思うのですけれども、実際には沖縄に向いてい

るというか、域内の市場の中でどれだけ近郊農業を

生かして消費者と近いところで、直売方式ではあっ

ても、実際には農家というのがこの仕組みを通じな

がらまた育っていく、継続的にそこで雇用までつな

げていくという可能性を持っていると思うのですよ

ね。それは観光の中でもホテルへの利用であるとか、

県産食材の利用とか、あるいは学校給食とか、こう

いった地産地消という部分からの振興体制というの

も非常に重要な位置にあるのかなという感じがして

います。いつ行っても、大体のファーマーズはみん

な活気に満ちていますよね。県の農業政策の中で、

そこら辺の位置づけというのは重視されているのか。

それはいかがでしょうか。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 県の沖縄21世紀ビ

ジョン基本計画において、農林水産物の振興を図る

ために、流通販売加工対策の強化の一つとしてファー

マーズマーケットなどの直売施設の設置等による地

産地消に取り組むことと位置づけられていて、その

ために、県のほうではファーマーズに対して大きく

３点支援等々をやっておりまして、１点目は施設整

備に対する支援、２点目は先ほど話したネットワー

ク化に対する支援、３点目は人材育成に対する支援

などに取り組んでいるところでありまして、県とし

てはファーマーズマーケットを拠点とした、先ほど

委員がおっしゃった都市型で、やはり消費者から非

常に見える近くでもありますので、地産地消の取り

組みを推進してまいりたいと考えております。

○仲村未央委員 ＴＰＰなどがどういう影響をもた

らすのかは、ちょっとはっきり見えないですよね。

今、アメリカ大統領選挙もやっているみたいですけ

れども、その候補者たちがＴＰＰ反対と言っている

のでどこまでその話が進むのか、影響を及ぼすのか

というのは余り大き過ぎてちょっと見えないのです

けれども、実際には、現場で生産を支えている人と

消費者が近いという安心安全というところの、その

競争力というのはよそから入ってきようがないとい

う意味では、非常に強みかという感じがしています

ので、そこをもうちょっと沖縄の農業を生かす、そ

れから観光とつなげるとか、求職とつなぐとかとい

うところの政策というのは、しっかりと柱を大きく

したほうがいいような感じがするのですけれども、

今、体制としてどれぐらいこのことに予算をかけて

いるのか。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 この地産地消コー

ディネーター機能強化事業で約1500万円程度、予算

をかけているところです。

○仲村未央委員 これが小さいか大きいかというの

は、今すぐ何のあれも持っていないのですけれども、

ぜひそこは少し力強く推進体制をとっていただけた

らなと―特に近郊で農業をしている方が非常におり

ますので、そういった期待も大きいのかという思い

がありますので、そこはぜひまた改めて頑張ってい

ただきたいと思います。

それからもう一点は、例の辺野古の工事がとまり

ましたね。つまり和解を受け入れたことによって、

ボーリング調査も含めて工事をとめたということが、

きのう、きょうぐらいに決まって発表されると思う

のです。沖縄防衛局はもう工事はしないと。できな

いというか、今やる権限がないわけですから。そう

いう中で、制限水域のところに落としてきたトンブ

ロックがありますよね。これは今どういう状況になっ

ているのか。それから、これをやはり引き揚げさせ

るというか、あそこの制限水域の枠というのは必要

ないでしょうから。そもそも工事のために、そして

工事の安全確保のためにということで張りめぐらさ

れてきたフロートでしたので、あれはもう必要ない

と。しばらくは用はないと思うし、またそこに落と

し続けているブロックは管理上も資源上も好ましい

ことではないというのが、これまでの県の立場だっ

たと思うのですよね。あれは引き揚げさせるのです

か。

○島田勉農林水産部長 当該コンクリートブロック、

昨年の１月末に辺野古沖に設置されております。そ

の間、臨時制限区域内立入調査等も行ってまいりま

して、議会でも御報告させていただきましたが、半

年以上経過した状況で、設置された当時に岩礁破砕

がなされたかどうか判断できないというような結論

に至ったということで御報告させていただきました。

当該コンクリートブロックを撤去させるべきではな

いかというお話ですが、今回、うちの部だけでとい

うよりも全体的に調整させていただきたいと思いま

して、今、部としてのお答えはできません。

○仲村未央委員 いずれにしても、これは環境部の

所管かもしれないけれども環境上もよくないでしょ

うし、水産の立場からいうと資源管理上も、岩礁破

砕の許可をするという権限を持つ部としても好まし

いことではないから、これまでの調査も含めて試み

てきたと思います。ですので、ぜひこれは、やはり
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今の状況では見通しの中で半年から１年あたりは工

事はとまることが見えますので、ぜひ速やかに引き

揚げるという手続を進める、促すということは農林

水産部としても強く求めていただきたいと思います

が、いかがですか。

○島田勉農林水産部長 三役とも調整させていただ

きたいと思います。

○上原章委員長 玉城満委員。

○玉城満委員 沖縄アグー豚安定供給体制確立事業

について、簡単に紹介していただきたいと思います。

○長崎祐二畜産課長 この事業は、アグー豚の現状

が閉鎖的交配―同じ豚同士をかけ合わせるというよ

うな繰り返しになっておりまして、将来的に種豚の

供給が少し心配されている状況にございます。その

ために、平成28年度から新たにソフト交付金を活用

いたしまして、アグー遺伝子の保存、それから種畜

の安定供給を目的に、将来も継続して沖縄アグーブ

ランド豚の生産ができるように生産体制の構築を検

討したいということで実施する予定でございます。

具体的には、畜産研究センターにおきまして、沖縄

アグー豚の遺伝子の保存、そのための遺伝子バンク、

それから家畜改良センターにおきまして、沖縄アグー

豚を種豚として、生産者に供給するための体制を整

備するという２つの事業を予定してございます。

○玉城満委員 このアグーという登録商標は、たし

か平仮名の「あぐー」をＪＡが持っていますね。そ

れ以前にアグー豚をつくっている農家があって、そ

の人たちが今アグーを使える状態にあるのかどうか、

これを教えていただけますか。

○長崎祐二畜産課長 普通のアグーという言葉を使

うときは、普通は片仮名を使います。その片仮名の

場合は、一般的に使われている言葉ということで商

標登録ができません。平仮名の「あぐー」に関して

はＪＡのほうで商標登録をされているということで、

そのＪＡの商標登録を使う場合には、パテント料を

支払う形になっていると思います。

○玉城満委員 契約しないで、片仮名のアグーとい

うことで出荷することはできるのですか。

○長崎祐二畜産課長 片仮名のアグーというのは、

一般的な言葉という形の捉え方になりますので、こ

れは商標登録はされていませんので使うことはでき

ます。

○玉城満委員 今、それを聞いて安心しました。し

かし、やはりほとんどの人から、平仮名と片仮名が

あるということ自体がどう違うのかという話がよく

聞こえてくるのです。だから、平仮名「あぐー」を

使うと向こうに契約しないといけないとか、パテン

ト料を払わないといけないとか。片仮名アグーは別

にそういうパテント料を払わなくても使っていいと。

これと似たようなケースで、話はそれるのですけれ

ども、石垣牛がありますね。石垣牛もたしかＪＡが

商標登録しているのではないかと思うのです。そう

いう意味で、以前から石垣牛と言われていた牛がい

た中で、石垣牛という登録をしているわけですよね。

これはどういう経過でそのような登録に至ったのか。

これを説明していただけませんか。

○長崎祐二畜産課長 石垣牛という登録に関しまし

ては、ＪＡのほうで八重山郡内で生産された牛を肥

育するということで、その肥育牛に対して石垣牛と

いうブランドをつけるということで商標登録されて

いるということになります。その経緯については…

…。休憩をお願いします。

○上原章委員長 休憩いたします。

（休憩中に、玉城満委員から、ＪＡが認めな

いと石垣牛として出荷できない状況になっ

ていることを説明してほしいとの指摘が

あった。）

○上原章委員長 再開いたします。

長崎祐二畜産課長。

○長崎祐二畜産課長 石垣牛という商標登録に関し

ましては、ＪＡのほうで特許をちゃんと申請されて

いて、一応審査はされてございますので、その中で

恐らく意見聴取とか、そういうのは全部されている

と思います。その中での商標登録でございますので、

これに関しましては、法的にはＪＡのほうに権利が

あるのではないかと思います。

○玉城満委員 要は、さっき休憩中にも言ったけれ

ども、その前に石垣牛をつくっている人たちが石垣

牛として出せない状況が今あるわけですね。お断り

をしないといけないわけですよ。ちゃんと契約して

石垣牛として認められて出すという。全てはＪＡに

お断りしないと、石垣地区で育った牛は石垣牛とし

て出せないことになるわけですね。それは石垣牛の

あり方としていいのかどうなのか。僕はいかがなも

のかと思うけれども、県はどのように考えているの

ですか、農林水産部長。

○長崎祐二畜産課長 これは特にＪＡで持っている

ということではなくて、ＪＡと石垣島の和牛肥育組

合、両方の協議という形でなされている商標だとい

うことでございます。それで地域商標ということで

すので、この組合の中には誰でも入れると。ただ、

規格がどうしても必要になりますので、その規格を
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満たしたお肉でないと石垣牛とは認めないと。それ

は組合とＪＡの話し合いの中で決められているとい

うことでございます。

○玉城満委員 これは、例えば飼料をＪＡからとら

ないと石垣牛と認めないという、そういうルールは

あるのですか。

○長崎祐二畜産課長 餌のことに関しましては、組

合のほうで肉質、要するに石垣牛というブランドを

守るための肉質の程度を維持するためには、このぐ

らいの餌でないといけないというグレードを決めて

あると。たまたま、これをＪＡが中心となって扱っ

ているという形になります。

○玉城満委員 そのグレードと同等の飼料を、例え

ば海外から持ってきて、大体それより上かもしれな

いと思えるようなものはもう認められないというこ

とになるわけよね。結局は、こっちの飼料が組合の

一つの目安になっているわけですよね。ＪＡが扱っ

ている飼料を牛が食べない限りは認めないという、

そういう仕組みになっているわけですよね。

○長崎祐二畜産課長 最初に戻るのですけれども、

石垣牛という規定は組合とＪＡが話し合ってつくら

れているのですけれども、その中で餌をまず統一す

ると、それから石垣で生まれた牛、それから石垣で

一定期間以上を肥育された牛、なおかつ石垣で解体

された牛という形で、それぞれの基準を決めてござ

います。その協議会の中には手を挙げて、理由をお

話ししてそれを協議会が認めれば誰でも参加できる

と。ただ、一定以上の肉質と餌の安全性を確保する

ために、協議会の中で認められたものでなければい

けないという形でされているということでございま

す。

○玉城満委員 これ以上はもう言いませんけれども、

ただ、こういう昔ながらにずっと使ってきた言葉を

商標にすること自体が、僕は少しおかしいのではな

いかと感じております。誰でも使えるようにするの

が当たり前で、そして平仮名「あぐー」と片仮名ア

グーがあること自体がやはり統一感もないし、これ

は全然違うのかということになってしまう。だから、

その辺は少し考えたほうがいいと思いますよ。絶対

に外から来た人は、まずどういうことかというとこ

ろからスタートすると思いますからね。だから２種

類あること自体が、僕はもともと１種類だったもの

がなぜ２種類になっているのかということが言いた

いわけです。だから、その辺は今後アグーをどんど

ん世に出そうとするときに、一つのひっかかり、弊

害になるのではないかという気がしているので、こ

れは提言しておきたいと思います。

次、おきなわ産ミーバイ養殖推進事業について少

し簡単に説明してください。

○生沢均農林水産総務課研究企画監 この事業は、

平成27年度からソフト交付金を活用し、養殖ハタ類

の生産体制の強化と養殖業の振興を図ることを目的

に行うもので、その内容としましては、大型で成長

が早い優良な養殖ハタ類であるタマカイについて安

定した受精卵を得るため、大型水槽やホルモン剤を

用いた産卵誘発技術の開発、ヤイトハタ養殖におけ

る生産コスト削減に向けたモイスチャーペレット飼

料の試作や適正給餌技術の開発を行うものです。

○玉城満委員 要は飼料のコストをかなり下げない

といけないということも、その事業の中に含まれて

いますね。例えば、これは地元でとれるもので飼料

をつくっているのか。もしくは、県外からこれを仕

入れてつくっているのか。これはどうですか。

○生沢均農林水産総務課研究企画監 モイスチャー

ペレットといいますけれども、この魚粉と生野菜原

料でつくっていくのですが、県内の魚粉等を活用し

て試作していくということも入っております。

○玉城満委員 「ということも」ということは、県

外からもあるということですか。

○生沢均農林水産総務課研究企画監 飼料について

は、こういうモイスチャータイプのものとかドライ

タイプのものとか、いろいろ適正給餌技術の中で検

討することになっていまして、当然市販のものも含

めて、県内産のいろいろな飼料もあわせて検討して

いくという形になっています。

○玉城満委員 この資料を見せてもらったのですが、

この背景の２番で飼料供給体制の不安定性というの

が理由になっていますよね。他県に比べ飼料コスト

が高くと書いてある。これは要は何かというと、県

外から飼料を持ってこないといけないという話です

よね。しかし、沖縄のミーバイというのは、普段自

然に泳いでいるミーバイというのは沖縄近海でウチ

ナー近辺のものを召し上がっているわけで、だから、

そういうものを使ってやっていくということが基本

にあったほうがいいのではないかと僕は思うのです。

それともう一つ、愛媛県にブリとかがいると。そこ

に地元でとれるミカンの皮をちょっとそういう飼料

にまぜて、ミカンブリというのが３年かけて開発さ

れて、今、爆発的な売り上げをしているのですよ。

やはりほかのブリとひと味違う香りがする、臭みも

ないということで、そういう工夫をしている。ここ

までミーバイの研究をしていくのだったら、地元の
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いろいろなシークヮーサーであるとか、地元でとれ

る、さっきから話題になっているウージとか、そう

いうものも中に入れてみて、ここでどのような魚が

できてくるか。なぜそういう話をするかというと、

今、中国の方が沖縄にたくさん来ているけれども、

中国人はほとんどミーバイジョーグーですよ。台湾

などに行くと、ほとんどの中華料理のメインはもう

ミーバイですよ。これからミーバイがどれだけ必要

になってくるかということを考えると、これを急い

でやっていかないと1000万人の観光客が来たときに、

僕は絶対これが農林水産部の一番の仕事になってく

るのではないかと思うぐらい、ミーバイに関しては

頑張ってほしいと思うのです。これは農林水産部長、

どうですか。

○島田勉農林水産部長 中華圏でミーバイが相当好

まれているということは、我々も認識しております。

そういう意味で、この事業についても推進していこ

うと考えておりますので、今、餌の飼料について、

シークヮーサーとかサトウキビとか使えないかとい

うことですが、専門的なことは私はお答えできませ

んが、研究センターのほうではいろいろな角度から

そのように研究していきますので、その辺も含めて

ミーバイ養殖を推進していきたいと考えております。

○玉城満委員 ぜひ、頑張っていただきたいと思い

ます。

新たな時代を見据えた糖業の高度化事業について

ちょっと伺いたいのですが、僕は、やはりサトウキ

ビが年々落ちてきている中で、もう少しサトウキビ

を広く多元化、ある意味、健康食品にも使えないか

とか幅広く開発していくという、これはそういう事

業だと思うのですよ。もう平成24年度から始まって、

平成29年度というともう来年ですね。どういう商品

というか製品が開発されているのか。その辺、少し

お聞かせ願いたい。

○生沢均農林水産総務課研究企画監 これまでに開

発されているもので、減圧脱気で黒糖を膨張させて

固化する手法でエアイン黒糖が試作されております。

現在、県内の２業者が商品化に向けて取り組んでい

るところです。今後は、健康食品や薬などにつなが

る有用成分を増強する乳酸発酵黒糖の開発も実施し

ていく予定となっております。

○玉城満委員 これはもうぜひやっていただきたい

と思います。そして、これまた台湾の方も中国の方

もウチナー産の黒糖は大好きですよね。高級であれ

ば高級であるほど非常に大好きと。ある意味、デー

ヤシーはもう要りませんと。デーダカーが欲しいと

いう人もたくさんいるわけですね。だからもう毎回、

僕は何年か前からこれを提言してきたけれども、や

はりクガニ黒糖ではないが１本１万円ぐらいするよ

うな、そういうチビラシイ黒糖をぜひ開発していた

だいて、土産のベスト10に入るぐらいにやはりやっ

ていただきたいと思います。それにはやはり県が黒

糖をつくっている業者の皆さんともう少し話し合い

をして、例えばこの付加価値を高めるところまで黒

糖について食い込んでいかないと。今後、ただ地元

の地場産業であって、庶民のサンジチャーのところ

に黒糖があるみたいなものではなく、やはりこのよ

うな、どかんとクガニ黒糖みたいなものが出てくれ

ば僕は実にいいと思うので、これは業者の皆さんと

もう少し話し合ってやっていただきたいと思います。

これは農林水産部長、どうでしょうか。

○島田勉農林水産部長 サンジチャーの黒糖も大事

でありますので、その辺も大事ですが、今うちの職

員からもありましたエアイン黒糖というのを研究セ

ンターのほうで試作しまして、私も試食してみたの

ですが、なかなか変わった食感でかなりお土産品と

して期待できるのではないかと思います。まだちゃ

んと商品化されていなくて店頭には販売されており

ませんけれども、そういう意味ではサトウキビを使っ

たいろいろな商品開発に取り組んでおりますので、

１万円もするようなそういうクガニ黒糖みたいなも

のも目指して、業者ともまた業界とも話し合いをし

ていきたいと思います。

○玉城満委員 もう悔しいですよ。バレンタインデー

のときにチョコレートがあれだけ売れているでしょ

う。だから、沖縄だからバレンタインデーはもうク

ルザーターデーにして、クルザーターを渡すぐらい

の―やはり、これも前々から僕は提案させていただ

いているのですが、そういう時代が来ることを祈っ

て、私の質疑は終わります。

○上原章委員長 瑞慶覧功委員。

○瑞慶覧功委員 先ほどから何名かの方が質疑して

おりますが、不利性解消事業は戦略品目が対象になっ

ていて、現在58品目あるようですけれども、これは

どのように決定されていますか。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 農林水産物流通条

件不利性解消事業の補助対象品目については、関係

部署や国との調整状況を踏まえ効果的に事業を実施

する必要があることから、生産拡大及び付加価値を

高めることが期待される農林水産戦略品目を補助対

象としております。補助対象品目の追加については、

それぞれの関係機関と意見交換を行いながら、生産
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状況であるとか県外への出荷実績などを勘案の上、

戦略品目へ位置づけなどをして総合的に判断をして

決めております。

○瑞慶覧功委員 先ほどから海外向けのそういった

話もあったのですが、これは海外向けも補助対象に

なっていますか。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 この事業自体はあ

くまで県外ということで、国外は想定しておりませ

ん。

○瑞慶覧功委員 ぜひこれから国外に向けても、別

のもので予算メニューがあるかと思いますが、しっ

かりとそれは取り組んでいく必要があるのではない

かと思いますが。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 今、商工労働部の

ほうで、飛行機のスペースを借り上げて無償で送る

事業もやっておりますので、それとの調整も踏まえ

ながら、またこちらのほうでは出口側で―まだまだ

海外では県産品が知られていませんので、その辺の

告知もどんどん並行して進めていきたいと考えてお

ります。

○瑞慶覧功委員 大体、魚とかそういうのは空路が

多いと思いますが、航路はどれぐらいありますか。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 平成25年度の実績

ですが、航空が42.1％、船舶が57.9％となっており

ます。

○瑞慶覧功委員 主な品目の産出額がわかれば教え

てください。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 出荷重量でいきま

すと、カボチャ、菊、あとマンゴー類となっており

ます。

○瑞慶覧功委員 聞いているのは金額です。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 これは重量換算で

やっていて、実際の販売額までは今、計算はしてい

ないところです。

○瑞慶覧功委員 事業効果を見る上から、やはりそ

ういった金額は大事だと思うので、ぜひそこも調べ

てほしいと思います。

次に、おきなわ型６次産業化総合支援事業の効果

と実績について伺います。

○島田勉農林水産部長 おきなわ型６次産業化総合

支援事業でございます。本事業は、沖縄県の気候的

特徴や地域資源を生かした６次産業化を推進するた

め、戦略的な商品開発と販路開拓を支援して、農山

漁村の活性化、農林水産業の振興を図るというもの

でございます。平成27年度の実績といたしましては、

19事業者を対象に、専門家による個別研修を受けら

れるオンリーワン加工品開発支援講座というのを実

施いたしました。そのうち８事業者に対しまして、

商品のブラッシュアップに係る加工機器整備等の補

助事業を実施しております。また、販路開拓支援と

して、県内外アンテナショップ等におけるテストマー

ケティングや、それから商談会への出展支援という

のを行っております。それから、去る２月に開催し

ました花と食のフェスティバルにおけるイベントと

して、おきなわ島フードグランプリというものを開

催しております。それから本事業は平成27年度から

実施している事業のため、まだ事業の効果測定は行っ

ておりませんけれども、付加価値の高い農産加工品

の創出による農林漁業者の所得向上、それから加工

機器の整備による安定生産と品質向上、それから地

域資源を生かした観光土産品の創出による観光振興

といった効果が期待されると考えております。

○瑞慶覧功委員 次に、青年就農給付金事業です。

新年度、何人を想定していますか。

○新里良章営農支援課長 青年就農給付金事業でご

ざいますが、タイプは２つありまして、就農前に研

修を受ける準備型で50名、それから経営の安定しな

い就農直後の就農青年の経営安定を図るための経営

開始型が511名、研修と経営開始型合計で561名となっ

ております。

○瑞慶覧功委員 この青年就農者の近年の動向につ

いて、野菜とか畜産、花卉、果樹、その品目ごとに

大体どれぐらいの人がそこに就農しているかわかり

ますか。

○新里良章営農支援課長 経営開始型に関しまして

は市町村での募集ということになっておりまして、

市町村のほうには集計があるのですけれども、今の

ところ詳細なデータは持っていません。ただ、新規

就農、いわゆる初めて農業を開始する青年、もしく

は中高年の方たちの動向というのは率がわかってお

りまして、野菜が40％、それから果樹で15％、サト

ウキビで新規で就農する方々が20％程度ですので、

ほぼその比率で分類されているのではないかと考え

ております。

○瑞慶覧功委員 次に、災害に強い栽培施設の整備

事業の事業概要をお願いします。

○松尾安人園芸振興課長 この事業は、災害や気象

変動に左右されず、定時、定量、定品質な農産物を

供給できる園芸産地の形成を図るための事業となっ

ております。補助率は80％というところで、事業の

実績としましては、平成24年度から平成27年度まで

の４年間で強化型のパイプハウス86カ所、平張り施
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設48カ所、合計134カ所、約99ヘクタールを整備した

ところであります。

○瑞慶覧功委員 これは花卉ですか。

○松尾安人園芸振興課長 野菜、花卉、果樹の戦略

品目が対象になっております。

○瑞慶覧功委員 次に、分密糖振興対策支援事業で

すけれども、分密糖の事業所、工場の概要について

お願いします。

○西村真糖業農産課長 分密糖振興対策支援事業の

平成28年度の事業対象者は、全ての分密糖工場にな

りますが、８社９工場になります。

○瑞慶覧功委員 現在、南部地区の翔南製糖が今年

度で終わるという話ですかね。間違っていたらちょっ

と……。中部地区の球陽製糖と一つになるという話

だと聞いているのですけれども、一本化するに当たっ

て、私はやはり南部地区のほうがサトウキビは生産

量も従事者も多いのではないかと思っているのです

けれども、なぜこれが中部地区のうるま市になった

のか、その経緯を少し教えてください。

○西村真糖業農産課長 委員もおっしゃったとおり、

中部地区の球陽製糖、南部地区の翔南製糖がござい

ましたが、昨年９月に合併いたしまして、ゆがふ製

糖ということで今期より１工場で操業をやっており

ます。民間事業者が決定したことですので、中部地

区でなぜやったのかという詳しい話は聞いておりま

せんが、聞くところによりますと、豊見城市にあり

ました工場について、周辺がかなり市街化区域になっ

ていて、騒音あるいはにおい、これはダンプがかな

り通るということで、いろいろ地域のほうからも話

があったというようなことは聞いております。

○瑞慶覧功委員 やはり離島は別として、沖縄本島

においては南部地区のほうが土壌的にも合っている

と思うのですけれども、これは土壌のミスマッチで

はないかと。沖縄市から北のほうは酸性土壌でサト

ウキビとは合わないのではないかと思うのですけれ

ども、どうでしょう。

○西村真糖業農産課長 委員おっしゃいますとおり、

生産量、また単収としては南部地区のほうがいいの

ですが、北部地域におきましてもそれなりの生産量

はまだ維持されておりまして、地域においては重要

な作物であるという認識をしております。

○瑞慶覧功委員 特に沖縄本島中南部地区のほうは、

そういったほかの品目に変えていくような指導、そ

ういうのを進めていくべきではないかと思うのです

けれども、どうでしょうか。

○西村真糖業農産課長 南部地域におきましては、

委員御承知のとおり、園芸作物も非常に盛んであり

まして、県としましても園芸作物あるいは畜産等も

振興してございます。ただ一方におきましては、サ

トウキビの生産者もいますし、若い担い手、生産法

人等もありまして、一生懸命頑張っているところで

ございます。生産者の選択としてサトウキビで頑張っ

ていきたいという方々が多くいらっしゃいますので、

そこについては県としても支援をしていきたいと

思っているところでございます。

○瑞慶覧功委員 次に、農業集落排水事業です。農

業集落地というのは山間部にあるかと思うので、下

水道とか大変だと思うのですけれども、この工法は

どういう工法をとっているか。

○植田修農地農村整備課長 下水の処理施設には、

処理の方法で集めて処理する集合処理と、個別に汚

水が出たところで処理をするという個別処理がござ

いまして、集落排水事業は集合処理、いわゆる下水

道で処理をしているということで、規模の大きさで

広域下水道とは異なりますけれども、いわゆる農業

振興地域での集落を対象に下水道を整備するものが

集落排水事業ということになります。

○瑞慶覧功委員 この事業は、まだまだたくさんや

るところはあるのですか。

○植田修農地農村整備課長 県内の汚水処理の事業

計画―ちゅら水プランというプランを決めておりま

す。集落排水事業で整備する全体の地区数を85地区

と決めておりまして、そのうち今まで既に着手をし

ている地区が55地区ございます。残る地区数は30地

区となっておりまして、その多くは北部地域の大宜

味村等を中心とする範囲とか、中部地域のうちの旧

与那城町の範囲、それからやはり小規模な離島が多

うございます竹富町などが残る30地区の中に入って

ございます。

○瑞慶覧功委員 次に、沖縄らしいみどりを守ろう

事業です。松くい虫の被害の現状と対策事業費等に

ついて伺います。

○金城克明森林管理課長 松くい虫の平成27年度12

月末時点の被害量は4429立方メートルとなっており

まして、前年度の被害量の1979立方メートルに比較

しますと2.2倍の発生となっております。北部地域の

被害が4229立方メートルと県全体の91％を占めてい

る状況でありまして、とりわけ本部町が被害が大き

くて、その被害量が2528立方メートル、県全体の57

％の被害が本部町に集中しているところです。

○瑞慶覧功委員 ずっと松くい虫対策というのは、

当初、県がやっていた事業が市町村におりてきたと
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いう変遷があると思うのですけれども、現在はそう

いった市町村への補助とか、そういうのはどうなっ

ていますか。

○金城克明森林管理課長 松くい虫防除事業は県の

代執行ということで、県が行う事業もありますけれ

ども、市町村が行う補助事業もございます。この松

くい虫の事業としては２つの事業がございまして、

国の国庫補助事業で実施します森林病害虫等防除事

業というものと、一括交付金のソフト事業で実施す

るのが、沖縄らしいみどりを守ろう事業となってお

ります。この国の補助事業を使います森林病害虫等

防除事業につきましては、森林病害虫等防除法とい

う法律がございまして、その事業では保安林などの

公益機能の高い保全松林において防除をすることに

なっておりまして、薬剤散布とか薬剤樹幹注入、そ

れから伐倒駆除を行っておりますが、この沖縄らし

いみどりを守ろう事業につきましては、この法律か

ら外れたその他松林について、景観保全を目的とし

まして、幹線道路周辺、景勝地における松林に対し

て薬剤樹幹注入と伐倒駆除を実施しているところで

ございます。

○瑞慶覧功委員 市町村が窓口になってやる事業も

あるわけですよね。

○金城克明森林管理課長 補助事業として市町村に

流しています。

○瑞慶覧功委員 これは、補助率は何割ですか。

○上原章委員長 休憩いたします。

（休憩中に、執行部が資料の確認に時間を要

しているため、瑞慶覧委員から後で教えて

ほしい旨の要望があった。）

○上原章委員長 再開いたします。

瑞慶覧功委員。

○瑞慶覧功委員 やはり一番米軍基地のあるところ

は、幾ら民間地域でやっても、軍のほうもいろいろ

陸・空・海兵隊、みんな窓口が違うので、そこがや

らないとどうしてもとまらないという状況があると

思うのですけれども、最近の米軍とのそういう関係

はどうなっていますか。

○金城克明森林管理課長 松くい虫被害対策につき

ましては、民有地は県・市町村が実施しますけれど

も、やはり米軍につきましては沖縄防衛局と米軍み

ずからの駆除がございます。それにつきましては、

７月に県のほうから協力要請ということで文書を出

しているところです。

○瑞慶覧功委員 頑張ってください。

次に、沖縄県産山菜類地域資源活用事業の概要に

ついて伺います。

○金城克明森林管理課長 沖縄県産山菜類地域資源

活用事業の概要について御説明いたします。この事

業は、森林地域から得られるシダ類などの山菜類に

ついて、山村地域の新たな収入源として活用してい

くことを目的に、平成27年度から平成29年度にかけ

て実施している事業でございます。具体的には、１

つ目にシダ植物でありますホウビカンジュ、これは

宮古地域で食されておりますけれども、別名宮古ゼ

ンマイと言われます。それと多年生草本で果実が食

されるタンゲブ。これは国頭村、ヤンバルでヤマリ

ンゴと言われておりますけれども、それの生産技術

の確立に向けた栽培試験。２つ目に県内に生育する

その他山菜類について、利用状況調査及び機能性成

分分析等に関するデータベースの作成。３つ目に山

菜類の活用に向けた講習会、シンポジウムなどの開

催をこの事業で取り組むこととしております。

○瑞慶覧功委員 やはり、ヤンバルの中ではそういっ

た取り組みというのは大変いい取り組みだと思いま

すので、ぜひ生産につながるように頑張っていただ

きたいと思います。

次に、未来のマリンパワー確保・育成一貫支援事

業の概要について伺います。

○新里勝也水産課長 未来のマリンパワー確保・育

成一貫支援事業は、平成27年度からソフト交付金を

活用しまして、新規漁業就業者の確保・育成を目的

として実施しております。平成28年度は5559万4000

円を計上しております。事業の内容としましては大

きく３つに分けてございますが、まず１つ目に小・

中校生を対象とする水産教室等の実施、２つ目に高

校生が行うインターンシップ制度を活用しまして漁

業体験を実施する内容、もう一つが、新規就業者―

漁業に就業したばかりの業者に対して、漁具等の漁

業経費の一部を支援しているところでございます。

○瑞慶覧功委員 この就業者の近年の推移はどう

なっていますか。

○新里勝也水産課長 新規の漁業就業者の推移でご

ざいますが、平成21年が131人、平成22年が97人、平

成23年77人、平成24年が132人、平成25年が120人と

いう数字がございます。年間平均しますと、おおむ

ね110人ぐらいの新規就業者が入ってきているところ

でございます。

○瑞慶覧功委員 これは組合員が６名とあるのです

けれども、正組合員と准組合員がありますよね。こ

れは含めてそうなのですか。これは正組合員を指し

ているのですか。
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○新里勝也水産課長 組合によっていろいろござい

ますけれども、その方の漁業実績に応じて、准組合

員であったり、正組合員になったりします。一般的

にはやはり准組合員からスタートして、漁業日数が

ふえてきて正組合員になるという流れかと認識して

おります。

○上原章委員長 玉城ノブ子委員。

○玉城ノブ子委員 既に何名かの皆さん方が質疑を

して、重複しているところも少しあるのですけれど

も、最初に青年就農給付金事業についてでございま

すけれども、今、農業を営んでいる方々の高齢化が

進んでおりまして、その青年就農給付金事業を活用

して、やはり農業後継者を育てていくということは、

非常に重要な県の課題になっているであろうと私は

思っているのです。それで今、農業を営んでいる方

々の子供たちが、農業を引き継いでいこうというよ

うになったときに、この事業の対象になっていきま

すでしょうか。

○新里良章営農支援課長 経営開始型だと認識して

おりますけれども、経営開始型を給付するに当たっ

ては、みずから農業を独立経営する、自営就農をす

るということで、これは親元に就農していても独立

自営ということが証明というのですか、いろいろ農

地の確保とか、出荷物の伝票とか、そういったもの

で確実に独立自営しているということがわかれば、45

歳未満、新規で就農という条件を満たせば給付対象

となります。

○玉城ノブ子委員 新しく農業を始めたいと思って

いる皆さん方にとって、何が一番問題になるかとい

うと農地の確保です。農地を確保することができる

かどうかということが非常に大きな課題だと思って

いるのですけれども、ただ、今、耕作放棄地である

とか、そういう遊休地がありますけれども、なかな

かそこの農地を確保することができないということ

が大きな課題になっています。この農地をどのよう

に新しく農業を始めたいと思っている青年たちにつ

なげていくかということで、仕組みとしては具体的

にどのようにやっていらっしゃいますか。

○崎原盛光農政経済課長 県においては、新規就農

者など担い手への農地集積と集約化を加速化するた

めに、昨年度から農地中間管理事業を実施しており

ます。具体的には、県知事が県農業振興公社を農地

中間管理機構として指定して、同機構が高齢農家な

どから農地を借り上げまして、公募により担い手へ

の貸し付けを行っております。平成28年１月末現在

で、同機構は113名の高齢農家等から累計にしまして

55.1ヘクタールの農地を借り受けまして、20人の担

い手の方に17.2ヘクタールを貸し付けております。

そのうち３人の方が新規就農者となっておりまして、

３名を合計しますと0.5ヘクタールの農地を貸し付け

た実績でございます。

○玉城ノブ子委員 農地中間管理機構が中に立って

農地を確保していくということですけれども、その

機構に申し込んでいる件数、そして面積等実績はど

うなっていますでしょうか。

○崎原盛光農政経済課長 機構のほうが農地を借り

受ける場合には、公募で申し込みをする必要があり

ます。去年からことしにかけまして応募者数が960名、

借り受け希望面積が1259ヘクタールということに

なっております。

○玉城ノブ子委員 実際にこれだけの人たちが農地

中間管理機構に申し込んでいるけれども、実際にこ

の農地を確保して貸し出した件数というのは非常に

まだ少ないですよね。そういう意味では、実際に遊

休地、耕作放棄地になっているところの農地を確保

していく上で、今、具体的にはどういうことが課題

になっていますか。

○崎原盛光農政経済課長 昨年から中間管理事業を

進めているのですけれども、農地がなかなか集まり

にくいということが一番大きい課題です。それに加

えまして、本県特有の課題となっている預け・預か

り、いわゆる闇小作が少し多い。そこにまた相続は

しているものの、なかなか登記されていない畑が多

いです。それにまた離島も多いことから不在村地主

が多い。それに農地条件がちょっと悪いことなどが

あります。

○玉城ノブ子委員 ぜひもっと積極的に農地中間管

理機構を活用してそれらの課題を解決して、農地を

もっとスムーズに確保することができるように、農

業をやりたいという青年たちに実際に農業を続けて

いくことができるような仕組みづくりを、もっと体

制を拡充してやっていただきたいと思うのですがど

うでしょう。

○島田勉農林水産部長 今、実績については農政経

済課長のほうから説明したとおりです。いろいろな

本県特有の状況もございまして、なかなか農地が集

まらないというのは事実でございますが、そういう

意味では県、機構のほうで今年度より地域で農地所

有者との調整に当たる現地駐在員というのを置いて

おりますけれども、この駐在員を17名から25名に増

員しておりますし、また、その15市町村をモデル市

町村として選定しまして、市町村、農業委員会、現
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地駐在員などで市町村チームというのをつくりまし

て、関係機関が連携して重点的に農地の掘り起こし

活動をしていく取り組みをしております。また、や

はりその事業の仕組みというのをＰＲしないといけ

ないということで、仕組みやメリットについて県・

市町村の広報紙への掲載、新聞、ラジオ、テレビの

積極的な活用ということで、周知活動を行っている

という状況でございます。

○玉城ノブ子委員 ぜひこれは積極的にやっていた

だきたいと思います。

あと沖縄型農業共済制度推進事業の概要について

御説明いただけますか。

○西村真糖業農産課長 本県では台風被害等が多く

て共済の掛金率が高いということがございまして、

加入しにくい状況にございます。そこで農業共済組

合の加入促進支援事業によって加入率の改善を図る

というのが事業概要でございます。主なメニューと

しましては、組合員―生産農家の皆さんが、畑作物

でしたらサトウキビ、園芸でしたら園芸施設をやる

際の営農資材などの購入経費の一部を助成しており

ます。また事業実施主体、農業共済組合が行います

ＰＲ活動、広報、普及活動、事業の説明、周知等に

対する支援を行っております。

○玉城ノブ子委員 実績はどうなっていますでしょ

うか。

○西村真糖業農産課長 畑作物（サトウキビ）共済

につきましては、加入率が事業実施前の平成24年産

で40.4％。事業を開始しまして、平成25年産が42.8

％、平成26年産が48.5％、平成27年産はまだ確定値

ではありませんけれども50.7％ということで、順調

に推移しているところでございます。

もう一つの園芸施設共済については、事業実施前

の平成23年度が16％、平成24年度は19.1％、平成25

年度は23.4％とここまで順調にいったのですが、平

成26年度は19.8％となっております。平成26年度で

加入率が下がった理由につきましては、昨年度末に

全国的な制度改正がございまして、掛金が上がりま

して、年度末の制度改正ということで十分な説明が

できなかったことによるものでございます。

○玉城ノブ子委員 全国との比較ではどうでしょう

か。

○西村真糖業農産課長 おおよそですけれども、70

％が全国平均になっております。

○玉城ノブ子委員 やはり台風常襲地域の沖縄で、

台風による打撃というのは非常に大きいですよね。

もちろん台風に対する万全の備えと同時に農業共済

への加入促進を図っていくことが大事ですが、今、

農家の皆さんの収入・所得の現状からいって、組合

に加入したいけれども負担が大変だということがや

はりもう一方ではあるわけです。それで沖縄型農業

共済制度というのができて、今、加入率が少しずつ

上がってはきているのですが、もっと加入を促進し

ていくということからすると、農家の負担率をもっ

と引き下げるということもやはり考えていくことが

必要ではないかと思うのですが、いかがでしょうか。

○西村真糖業農産課長 いろいろ農家に加入してい

ない理由をお聞きしますと、中にはやはりこういう

制度があるのを知らなかったという方もいらっしゃ

るというのがわかりました。そういうことで、平成26

年度から戸別訪問などをしまして、この内容の説明

を丁寧に行うために加入推進員を雇用いたしまして、

それによって効果も出てきているのかと思っており

ます。それとまた平成28年度からは新たな取り組み

といたしまして、本県、特に園芸施設共済につきま

しては、ビニールを張ってからしか加入できないの

です。そうしますと、ビニールを張るのがどうして

も年度末になります。一方では、この事業の支払い

もしないといけないものですから、担当している農

業共済組合事務職員のほうが非常に事務が多くなっ

て大変だということがあるようでございますので、

その辺、職員に対しては加入促進を集中して行って

いただくということで、事務補助員の措置も予算計

上しているところでございます。そして、先ほど委

員のほうから御質疑がありました、この事業の趣旨

といたしましては、現在の補助率について沖縄県と

全国との差があるということで、その差をこの事業

によって全国並みに持っていこうという趣旨でやっ

ておりますので、これ以上補助率を上げるというの

はなかなか難しいかと考えております。

○玉城ノブ子委員 やはり沖縄の農業は厳しい状況

にあるのですよね。台風常襲地域にあるということ

もありますけれども、零細農家が非常に多いことも

一つの問題としてあるわけです。やはりそういう点

からすると、この沖縄型農業共済制度は制度として

非常にいい制度になっているので、もっと活用する

ことができるように、農家の皆さん方の負担軽減を

考えていくということも皆さん方のこれからの検討

課題としていただきたいと思います。農林水産部長、

どうでしょうか。

○島田勉農林水産部長 この沖縄型農業共済制度の

趣旨は今、糖業農産課長から話したとおりでありま

すし、委員からもお話があったということで、農家
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の負担軽減、加入率を上げるという趣旨でございま

す。これは一括交付金を活用していますけれども、

この一括交付金で直接掛金を支援することはできま

せんので、農家の全体的な負担を減らすという意味

で、一方で加入率を上げるという仕組みをつくった

のがこの事業です。そういう意味では、先ほど糖業

農産課長からも説明しましたように、まだまだ共済

組合、我々も含めてですが、もう少し丁寧に説明を

していく必要があるだろうと思いますので、当然そ

の事業の中には、農家にもちゃんとその説明をする

という仕組みがございますので、それはもう少し丁

寧にやって、加入率を上げて、農家の負担軽減につ

ながるようにしていきたいと考えております。

○玉城ノブ子委員 農家の皆さんの負担軽減につい

ては、やはり支援をもっと農家の皆さん方にやって

いただきたいと思っていますので、ぜひこれは今後

の検討課題にしていただきたいと思います。

もう一つは、島野菜の普及促進の件ですが、沖縄

県の亜熱帯地域の気候風土を生かして生産されたこ

の島野菜は、薬草と言われるほど健康によい食材と

して人気がありますけれども、伝統的な農産物とし

て指定している島野菜は今、何品目ありますか。

○松尾安人園芸振興課長 島野菜は定義されていま

して、先ほどお話があったように、健康長寿県とい

うことで注目されている沖縄で、戦前から導入され、

伝統的に食されている地域固有の野菜を島野菜とい

うようにやっています。それが現在30品目となって

います。

○玉城ノブ子委員 道の駅等で島野菜の販売実績が

非常に大きく伸びているということを聞いておりま

す。今、糸満の道の駅でも島野菜の販売実績が非常

に大きく伸びているということがありますけれども、

道の駅での島野菜の販売実績がどうなっているかに

ついて、その調査をなさったことはありますか。

○松尾安人園芸振興課長 それはやっていません。

○玉城ノブ子委員 ぜひそういう調査も皆さん方で

なさって、島野菜の普及促進を図ってほしいという

ことです。糸満では、この島野菜の普及―今、産地

指定されていますけれども、道の駅の販売実績が非

常に大きく伸びているということで、独自に島野菜

の普及促進の農業協議会も立ち上げて、今、島野菜

の普及促進に取り組んでいるということがあります

ので、これは全県的にも、私は今後、沖縄県として

島野菜の普及拡大を図っていく上で、非常に重要で

はないかと思っていますが、県独自で今、島野菜の

普及促進拡大計画は取り組んでいるのでしょうか。

○松尾安人園芸振興課長 県では平成27年度から平

成29年度まで、わったー島ヤサイ産地力強化事業と

いうのを立ち上げまして、ナーベーラーとか島ラッ

キョウなど12品目を中心に栽培技術の確立、消費拡

大、地域の産地育成などを支援しているところです。

○玉城ノブ子委員 ぜひ島野菜の普及拡大を全県的

に進めていただきたいということと、やはり島野菜

に付加価値をつけて６次産業化と結びつけて、生産

・加工・流通の一貫体制で事業拡大を図っていくこ

とも非常に重要ではないかと思います。沖縄の島野

菜は亜熱帯気候の地域でつくられた野菜ということ

で、さっきも話しましたけれども、薬草としても非

常に体にもいい食材だと言われているのです。６次

産業化として飲料水にして販売するという取り組み

も既に行われているところですが、そういう６次産

業化と結びつけて取り組んでいくことについてはど

うでしょうか。ぜひ推進を図っていただきたいと思

いますが。

○松尾安人園芸振興課長 このわったー島ヤサイ産

地力強化事業の中で、モデル産地の育成強化支援と

かもやるのですが、島野菜の実証展示圃、島野菜の

生産、あとは経営の調査とかもやりながら、また市

町村とも連携して取り組んでいきたいと考えており

ます。

○玉城ノブ子委員 ぜひ島野菜の普及促進、そして

６次産業化と結びつけて流通・加工まで一貫した体

制で取り組んでいけるように、それにも力を注いで

いただきたいと思います。

あと災害に強い栽培施設の整備事業ですが、これ

は先ほどから何名かの皆さん方が質疑をしています。

台風常襲地域の沖縄にとって、この災害に強い栽培

施設の整備事業というのは非常に大きな効果をもた

らしているのではないかと思いますが、実績はどの

ようになっていますでしょうか。

○松尾安人園芸振興課長 この事業は平成24年度か

ら始まっておりまして、平成27年度までの４年間の

実績で約99ヘクタールを整備したところです。内訳

としましては、強化型パイプハウスが58ヘクタール

で、平張り施設が約40ヘクタールです。そのような

ところで実施してきております。

○玉城ノブ子委員 この栽培施設の対象要件は具体

的にどうなっていますか。

○松尾安人園芸振興課長 基本的には戦略品目と

なっていますが、特にまた知事が認めるものについ

ても対象にできるようになっております。

○玉城ノブ子委員 具体的に言って、これを導入し
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ようとしたときに、先ほどの話で農家の皆さん方の

負担がまた非常に大きいということがあって、この

事業についても多くの人たちが活用することができ

るように、補助率の引き上げもぜひ検討していただ

きたいと思っておりますが、どうでしょうか。

○松尾安人園芸振興課長 これは一括交付金を利用

した事業でして、補助率80％ということで、かなり

高率な補助となっております。

○玉城ノブ子委員 もちろんこれについても非常に

積極的に推進していただきたいのですが、零細農家

が多い沖縄においてはなかなか導入するのも大変で

すよね。そういう意味で、そこに対する支援もぜひ

検討をお願いしたいということを要求しておきたい

と思います。

あと先ほど話がありました、未来のマリンパワー

確保・育成一貫支援事業です。水産業の現場で、漁

業後継者をどう育てていくかということが非常に重

要な課題になっているのです。ですから、そういう

意味では、ぜひ漁業支援を拡充していただきたい。

漁業後継者をつくり出していくために、今、皆さん

方はこの対象品目を限定されておりますけれども、

対象品目を拡大して、漁業を志す後継者の皆さん方

が積極的にそれに取り組んでいけるようにしていた

だきたいと思っていますが、農林水産部長、どうで

しょうか。

○島田勉農林水産部長 農林水産業全体でやはり後

継者の育成、担い手の育成は大事でございまして、

本議会でもいろいろな方から御質問がございました。

ですから、今の委員がおっしゃる漁業についても一

括交付金を活用しまして、この未来のマリンパワー

確保・育成一貫支援事業というものを今年度から

やっております。効果も徐々に出てきていると思い

ますので、これを進めて、水産業のすばらしさを子

供たちに教えるというのが大事だろうと思いますの

で、その辺も進めて後継者を確保していきたいと考

えております。

○上原章委員長 20分間休憩いたします。

午後３時23分休憩

午後３時44分再開

○上原章委員長 再開いたします。

休憩前に引き続き、質疑を行います。

儀間光秀委員。

○儀間光秀委員 まず最初に、これも何名かの皆さ

んが質疑したのですけれども、災害に強い栽培施設

の整備事業。これは先ほどの不利性解消事業の中で

も、スプレー菊とかの出荷量がふえているのはやは

りこの事業がかなり功を奏しているのではないかと

いうのが、このスプレー菊の県外出荷量にあらわれ

ていると思っています。以前に菊農家とお話しする

機会があって、そのとき１つ指摘を受けたのがあっ

たのですけれども、北部振興事業でつくった平張り

があって、今、一括交付金で施設整備した平張りが

使い勝手が悪いというお話があったのです。という

のは、屋根の防風ネットの目が大きくなって、風が

強い地域とか、あるいは台風のときにめくれ上がる

可能性があると。この農家はかなり大きい耕作地を

持っていて、万が一それがあったら、自分などのメ

ンバーでは対応できないというお話で、北部振興事

業でやったのが、なぜ一括交付金になったら使い勝

手が悪くなったのかというお話をお聞きしたのです。

やはりそういったメニューがあったら、同じのは使

えないとかいろいろ決まりがあると思うのですけれ

ども、それについて園芸振興課長、お願いします。

○松尾安人園芸振興課長 補助事業の施設の規格に

つきましては、補助事業の目的に沿って各事業ごと

で定められております。委員お話の北部振興事業の

平張り施設では天井部分の目が１ミリ目に対して、

災害に強い栽培施設の整備事業につきましては２ミ

リ目となっておりました。生産現場のほうから、ネッ

トのミリ目を小さくすることによる減風効果向上な

どの要望があったことから、本年度から１ミリ目も

可能としているところであります。今後とも耐風性

とか、光が入る採光性、通気性など、基本仕様を総

合的に検討した上で、各種補助事業施設とのすみ分

けなどにより、適正にこの事業を推進していきたい

と考えているところです。

○儀間光秀委員 今の答弁からいくと、２ミリ目が

１ミリ目になって、大分農家にとってもいい平張り

施設、また生産向上にもつながると思います。実際、

今年度からそのようになっているという答弁だった

のですけれども、実際今年度それを導入した農家が

あれば何戸か教えてください。

○松尾安人園芸振興課長 今年度は平張り施設８ヘ

クタール、９カ所で実施していますが、１ミリ目で

実施したか２ミリ目で実施したかということについ

ては、今、資料を持ち合わせていません。

○儀間光秀委員 小菊もそうですけれども、やはり

沖縄の小菊も約50％近いシェアを占めているという

ことで、かなり市場からも信頼度が厚いと思います。

引き続きこれを促進することによって農家の生産向

上、あるいはシェアの拡大につながると思いますの

で、引き続きよろしくお願いいたします。



－126－

次に、クビレオゴノリ養殖適地に関する技術開発

事業について、概要説明をお願いいたします。

○生沢均農林水産総務課研究企画監 この事業は平

成28年度からソフト交付金を活用し、新しい海藻養

殖として有望なクビレオゴノリの養殖技術確立に向

けた事業で、具体的な内容としましては、食害防止

ネットを用いた海藻の食害防止効果と生育調査、モ

ズク養殖等の端境期におけるクビレオゴノリ養殖技

術の開発、モズク養殖等の未利用海域におけるクビ

レオゴノリ養殖技術開発などに取り組んでいくもの

です。

○儀間光秀委員 このクビレオゴノリの事業は、例

えば今、手元にも資料があるのですけれども、モズ

クを営んでいる方の不作の年の収入減少にも対応す

るということで、研究を進めていくということでよ

ろしいですか。

○生沢均農林水産総務課研究企画監 アーサとかモ

ズクの養殖が大体12月から６月で、このクビレオゴ

ノリというのはそれよりも浅い海域で、水温も高い

水温で適応できるということで、８月から12月の端

境期を狙って養殖できれば複合的な養殖も可能にな

り、漁家さんの収入も上げていけるという狙いになっ

ています。

○儀間光秀委員 養殖は今からということですけれ

ども、具体的に現在、自然にある優良産地というの

はどの地域になりますか。

○生沢均農林水産総務課研究企画監 細かい資料を

持っていないのですが、糸満地域、屋我地島周辺等、

比較的浅い海域で天然的に分布してるということで

す。

○儀間光秀委員 この技術開発事業は、どういった

方々と連携をとって開発していくのか。

○生沢均農林水産総務課研究企画監 研究センター

単独でその海域調査等を現在進める計画にはなって

おります。当然、いろいろ養殖のモデル等になって

くると、それぞれの地域の適用する海域での養殖試

験等が当然計画されてくると思います。その際には

いろいろ協力していただく組合等も出てくるかと思

いますが、今のところ、まだそこまでは計画は上がっ

ておりません。

○儀間光秀委員 クビレオゴノリはなかなか聞きな

れないのですけれども、モーイですよね。これを養

殖して、後々県の目標値といいますか、これを加工

品にするとかいろいろあると思いますけども、最終

的にはこれを使ってどういう開発というか、どうい

うものを目指しているのですか。

○生沢均農林水産総務課研究企画監 目標の生産量

というのはまだ定められてはないのですが、少なく

とも昭和50年代あたりは50トン程度あったと。現在、

一、二トン程度の収量で、天然域というのがかなり

減っているところなので、少なくとも戻していくと

いうことが狙いになってくるかとは思います。

○儀間光秀委員 ぜひ成功させていただきたいと思

います。確かに僕も、昔はおばあちゃんがよくつくっ

たのです。そういった思い出の味でもありますし、

また沖縄の伝統食文化でもあると思いますので、ぜ

ひ普及していただきたいと思います。

次に、たくさんの委員の方が質疑したのですけれ

ども、不利性解消事業について先ほど崎山委員への

答弁で１点確認だけですけれども、離島の市町村と

役割分担をしているというお話があって、離島から

本島には当該市町村が補助を出して、あくまでも県

は本島から県外にという答弁だったと思うのですけ

れども、その認識でよろしいですか。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 例えば宮古島から

送る場合、宮古島から直接東京に送った場合も鹿児

島県までの分の運賃相当は見ますし、例えば宮古島

から那覇経由、東京でも鹿児島県までの分の運賃は

見るようにしております。

○儀間光秀委員 例えば宮古島から沖縄本島、着地

点が県外、そのとき宮古島―沖縄本島区間は当該市

町村が持つということですよね。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 県が持ちます。

○儀間光秀委員 先ほど崎山委員への答弁では、宮

古島―沖縄本島は当該市町村が持って、沖縄本島か

ら着地点県外は県が持つと。これは多分、崎山委員

に答えた答弁と今の答弁、違っていると思うのです

ね。その辺は今の答弁でよろしいのですか。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 県外に出すときに、

県が見るということです。

○儀間光秀委員 宮古島から沖縄本島に来て、物が

沖縄本島から那覇経由で県外に出て行く。この宮古

島から沖縄本島、沖縄本島から着地点の県外、これ

はみんな県が持つということですよね。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 はい、これはそう

です。

○儀間光秀委員 多分、崎山委員に答えた答弁と違っ

ているような気がしますので、その辺を確認して訂

正されたほうがよろしいかと思います。

○上原章委員長 具志堅徹委員。

○具志堅徹委員 二、三ダブることもあるかもしれ

ませんが、一つは皆さんに宣伝してほしいのですが、
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ヤンバルのシークヮーサーの生産や販路の拡大で、

皆さんが取り組んでいる状況などについて説明をし

ていただければいいなと。シークヮーサーの販売の

ための皆さんのお力をお聞かせください。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 シークヮーサーは

本県を代表するかんきつ類で、生産振興と加工販売

対策の推進は重要であると考えております。そのた

め県ではこれまで、１、生産加工施設等の整備に関

する支援、２、新商品等加工品開発に対する支援、

３、青果及び加工品の販路開拓認知度向上に対する

支援等に取り組んできたところであります。また平

成28年度には、これらの取り組みに加え地理的表示

保護制度の登録に向けた支援や機能性表示食品の取

得に向けた支援など、シークヮーサーのさらなる付

加価値向上に向けた取り組みを強化する予定であり

ます。県としましては市町村、関係団体等と連携し、

シークヮーサーの生産振興と加工販売対策に取り組

んでまいります。

○具志堅徹委員 高知県でミカンを栽培していると

ころは田舎の山の中だけれども、いわゆる人口は少

なくてふえていないけれども、所得がふえていると

いう。それで沖縄の生産者がその山の中まで行って、

びっくりしてきたということなので、生産農家の努

力を援助して先進県の状況を学ぶということも必要

ではないか。いわゆる人口をふやすのではなくて所

得をふやす。そこが観光地のような状態になってき

ているということが高知県であるけれども、その辺

については御存じですか。知らなければいいですが。

○玉那覇靖流通・加工推進課長 その場所のことは

承知していないのですが、ただ、今、委員がおっしゃ

るとおり、ただ外に売るのではなくて、来てもらっ

て買ってもらうという仕掛けを生産者のほうと話し

合いをしておりまして、特に県内の観光施設が非常

に絶好調でありますので、まさに例えば勝山シーク

ヮーサーみたいなところはもう本当に観光地として

うってつけなのですが、全然観光ルート等からも離

れていましたので、勝山シークヮーサーのメンバー

を恩納村内にある観光施設に連れていって、研修み

たいにどのような感じで誘客するのかとか、どうい

う仕組みになっているかという勉強会は12月にちょ

うどやったところでございます。

○具志堅徹委員 ヤンバルの森を生かした森林ツー

リズムなどが取り組まれていて、国頭村では１つの

マラソンコースにもなって動いているのですが、そ

の辺についての県の取り組みや援助があればお聞か

せください。

○金城克明森林管理課長 やんばる型森林ツーリズ

ム推進体制構築事業の内容について御説明いたしま

す。本事業は、世界自然遺産候補地であります国頭

村、大宜味村、東村のヤンバル３村において、山村

地域に固有の資源を持続可能な形で活用した観光に

よる地域振興を図ることを目的としまして、平成27

年度から平成29年度にかけて実施している事業でご

ざいます。具体的な中身ですが、地域の観光業者、

それから森林関係団体、関係行政機関等から構成さ

れます検討委員会を開催しまして、その検討委員会

の中で森林の利用ルール、それからガイド制度など

を定めましたやんばる型森林ツーリズム推進全体構

想の策定、及びその構想の実現に必要となります協

議会などの推進体制の構築に取り組んでおります。

○具志堅徹委員 あと低コスト型循環式種苗生産・

陸上養殖技術開発事業。先ほどもあったようですが、

具体的には本部町にある栽培漁業センターと離島の

関係もあると思いますので、その辺をもう少し詳し

い事業内容、取り組みをお聞かせいただけますか。

○新里勝也水産課長 先ほど少し説明いたしました

けれども、低コスト型循環式種苗生産・陸上養殖技

術開発事業ということで、県の栽培漁業センターで

ソフト交付金を活用しまして、平成27年度から平成30

年度までの４カ年ということで実施しているところ

でございます。大きく分けて、種苗生産をするため

に水を循環させて低コストで稚魚をつくるという技

術と、あと同じ循環システムを使って陸上養殖をさ

らにコストダウンしようという、この２つをテーマ

に今、栽培漁業センターでやっておりますけれども、

北部地域との関連で伊平屋漁協も陸上でヤイトハタ

をやっていますけれども、やはり結構コストがかかっ

て販売するのに少し厳しい状況もあるので、それを

さらにコストダウンして競争力を持たそうというよ

うな目標で今、県の栽培漁業センターで取り組んで

いるところでございます。

○具志堅徹委員 伊平屋漁協では前にモズクなども

含めてヒラメなども研究しているのですが、新たに

これはそういう新しい事業として、栽培漁業センター

だけではなくて、向こうのほうでも別個そういう施

設をつくって取り組むことになるのですか。

○新里勝也水産課長 伊平屋漁協は以前、ヒラメの

養殖を陸上でやっておりましたけれども、やはり離

島から販売するのに結構厳しくて、現在ヒラメはも

う中止しております。そのヒラメで使っていた施設

を使って今ヤイトハタをやっていますけれども、当

然稚魚は栽培漁業センターから供給しています。こ
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の事業の一環として栽培漁業センターでやっていま

すけれども、漁協でも比較試験ということで少しヤ

イトハタを入れて、向こうも陸上でやりながらデー

タをとって、より低コストを目指そうという取り組

みをしています。それをやりながら、伊平屋漁協に

技術も移転するということもあわせてこの事業の中

で取り組んでいるところでございます。

○具志堅徹委員 この事業をやることによって、県

の負担と伊平屋漁協の負担とか、そういう負担割合

みたいな財政の仕組みというのはどのような形に

なっていますか。

○新里勝也水産課長 施設は伊平屋漁協独自の施設

ですのでかかりませんけれども、この試験の経費に

ついては、この比較試験の分、水槽が１つあるので

すが、それについては基本的には委託という形です

ので経費は県のほうで負担して、それでも管理は人

がやりますので、その辺は伊平屋漁協についでにやっ

てもらってというような役割分担の中で取り組んで

いるところです。

○具志堅徹委員 あと、伊平屋漁協はそういう施設

もあるけれども、伊江漁協とか伊是名漁協とのかか

わりはどのような状況になっていますか。

○新里勝也水産課長 隣の伊是名漁協、伊江漁協は

現在、陸上養殖はやっていなくて、主にモズク等で

対応している。伊江漁協はヤイトハタをやっていま

すが、海面養殖のほうでやっていまして、少し伊平

屋漁協とは違う状況がございます。

○具志堅徹委員 いろいろ御苦労さまです。

「農は国の基」ですから、皆さん農林水産部が頑

張ることが大きな第１次産業発展につながると思い

ますから、頑張ってください。

○上原章委員長 喜納昌春委員。

○喜納昌春委員 最初に、仲村未央委員もやったの

ですが、県のアジア経済戦略構想に関してお聞きし

ます。とりわけ今回の翁長県政の、ある意味で２回

目の施政方針を含めて、このように沖縄県のアジア

経済戦略構想ということでまさに各部局につながる

―翁長県政にとってもちろん最大の課題は基地です

が、それ以上に沖縄県の雇用の問題を含めて、産業

の強化に力を入れていきたいという一つの構想が見

事に出たなということで非常に評価しております。

これまでいろいろな形で東南アジアや日本の各県と

交流するときに、ＡＮＡカーゴでもそうですが、こ

の前も「沖縄ナイトｉｎ東京」があって、一千五、

六百名がグランドプリンスホテル高輪に集まりまし

た。ここで皆さんは、まさにこのＡＮＡカーゴはもっ

ともっとふえると言っています。しかも、沖縄の立

ち位置というのは絶対他府県がかわれないと言って

いるわけです。東南アジアから沖縄に来たときに、

日本の玄関―仲井眞さんのときから言っていますが、

まさにアジアのゲートウエーというときに、沖縄に

入ったら3800キロの日本でも自由なのだという発想

です。だから沖縄に来たら、沖縄にものを運べば、

アジアの皆さんも東南アジアの皆さんも障害がない

ということですよ。だから、沖縄に対する期待は非

常に強いということです。その辺の可能性について、

ＪＡＬもＡＮＡもみんなある意味で期待しています。

この沖縄の今の物流を含めての立ち位置というのは、

機能は増しても絶対に後退はしません。そういう意

味で、農林水産部ではむしろ沖縄の主要産物をつくっ

て打ち出すということですが、今、入域観光客770万

人となったときに、逆に観光団がいらっしゃるとき

に、観光団に食べさせる沖縄の産物、恐らく賄い切

れないと思います。だからそういう意味では、それ

ももちろん大事ですし、打ち出していこうという大

胆なことですから、これもある意味では内にも外に

も強いという発想ですので私は評価したいのですが、

そういう意味で、この戦略構想事業が今度出た背景

を簡単に教えてください。

○島田勉農林水産部長 県のアジア経済戦略構想関

連で、農林水産部でも幾つかの事業を張りつけてお

ります。その一つに県産農林水産物輸出力強化事業

というのがございまして、その中身でございますけ

れども、成長著しい香港、台湾、それからシンガポー

ル等を対象としました販売促進活動を実施して、ま

た現地における県産農林水産物の販路拡大、定番化

を目指すというものでございます。平成28年度は、

現地の量販店でテストマーケティング、それから商

談会の開催、見本市への出展によるプロモーション

活動、それから現地バイヤーの沖縄への招聘、それ

からまた県内観光地での訪日観光客向けのプロモー

ションなどを実施する予定でございます。

○喜納昌春委員 この13品目のこともさっきやった

のですが、今までの、例えば一村一品運動について

は言葉的には古いかもしれないけれども、むしろ41

の市町村が元気を出して、国内消費を含めて、それ

から国外に持っていくぞという戦略ですから、この

一村一品運動との関連や現状はどうなっていますか。

○島田勉農林水産部長 一村一品運動という大分懐

かしいものですが、これに関連して部内でそういっ

た施策等は実施されておりませんけれども、ただ、

その趣旨は受け継いで事業を実施しているというこ
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とで、市町村とも連携しながら、各地域で特産化さ

れている、産地化されている、そういった農林水産

物の商品化支援、それから販売促進支援というのは

実施しているところです。例を挙げさせていただけ

れば、例えば名護市のゴーヤーを原料にしたゴーヤー

茶とか、久米島町の紅芋とか、多良間村の黒糖とか、

伊是名村のモズクとか、そういった市町村で産地化、

特産化しているものがございますので、そういった

ものの販売促進支援というものは実施しております。

ちなみに参考までに、今後やはり牛肉とか豚肉とか

そういったものを、また水産物であれば、今話が出

ましたヤイトハタとかマグロもクルマエビも、青果

物であればシークヮーサーとか、そういったものが

有望品目として考えられるのかなと考えております。

〇喜納昌春委員 あとで遊休地との関係も聞くので

すが、冒頭に言ったように、これだけ観光団が来る

ときに、なぜ沖縄に来るかというときに、この前も

一般財団法人沖縄観光コンベンションビューローの

平良朝敬さんと人民日報との関係者を会わせたので

すが、中国、アジアの皆さんがなぜ沖縄に来るかと

いったら、シンガポールでは、まさに沖縄はハワイ

だと言われました。ある意味では、本当にハワイに

近いぐらいの捉え方です。海があって、気候がよく

て、人がよくて。中国の皆さんは何と言ったかとい

いますと、沖縄に来たら食がおいしいと言うのです。

何を食べてもいい、安心、安全だと言うのです。だ

から高級云々ではないのです。ナーベーラー、ゴー

ヤー、何でもおいしいと言うのです。しかもこの皆

さん、小学校６年生の娘さんを連れてきていたもの

ですから、彼女はホテルから一歩出るとパチパチ写

真ばかり撮っているのです。何かというと、もう景

色がすばらしいと言うのです。僕らはもう見なれて

いるので感動もしないのですが、あそこはＰＭ2.5で

やられているものだから、どこでも一歩出たら景観

がすごいと言うのです。恩納村に泊まっているので

すが、恩納村でもすごい、中部地区でも、基地があっ

たにしても、やはりこの景観はすっきりしてすばら

しいと言うのです。だからそういう意味では、この

産物についてもまさに足りないぐらいのものですか

ら、つくる、出すということも含めて非常に重要な

ことです。それから、その出すというときに、僕は

前に関係者にナマコの話をしたことがあるのです。

中国ではナマコが相当高級料理らしいのです。農林

水産部長、担当者でもいいのですが、この認識は持っ

ていますか。

〇新里勝也水産課長 ナマコについては県内でもこ

の四、五年ぐらい大分生産されていまして、貿易統

計の中でも、多いときで３億円程度が輸出されてい

る品目と認識しております。

〇喜納昌春委員 これは予算に入っていませんよね。

〇新里勝也水産課長 現時点で、ナマコをテーマに

した予算は措置されておりません。

〇喜納昌春委員 ぜひ沖縄で、このナマコは活動範

囲が狭いらしいのです。しかも、つくられるところ

は水がきれいなところとか場所があるらしいです。

和歌山含めて沖縄―福建の若い青年がやっているの

だよ。彼が言ったことは、僕は農林水産部の担当者

に会わせたよ。すぐ100億円産業になると言いました。

要するに向こうでは、僕は政府の高級な皆さんのこ

とは余り話したくないのですが、高級な皆さんにナ

マコの薫製を持っていったら、もう最高だと言うの

です。僕も１回食べたのですが、あの料理は薫製に

しているのでかなり手が要りますね。水に戻してと

かという格好で、コリコリしておいしいです。ただ、

僕らには食習慣がないですから、とりわけ高級だか

ら食べようということにはなりませんが、そういう

こともあるものですから、戦略的に出すという場合

は、沖縄の特産だけということにならずに、逆に受

け入れる側のリサーチもぜひしてほしいのです。買

う側の視点をひとつぜひ持ってほしいのです。どう

ですか。

〇新里勝也水産課長 中華圏においては非常に高価

な品目という情報がございます。ただ、県内のナマ

コ、少し資源が今心配されているところで、今後、

養殖なり増殖なり、そういうことも必要だろうとい

うことで、今、ナマコの基礎的な知見から集めて、

今後どうするかというのを中で検討しているところ

でございます。

〇喜納昌春委員 それから、これも新垣哲司委員、

瑞慶覧功委員、玉城ノブ子委員からあって重複する

のですが、青年就農給付金のことです。新垣哲司委

員の答弁のときに、平成27年度の就農型が45名で、

それから自立型が406名と言っていたのですが、実際

トータルで、さっき瑞慶覧委員への答弁では511名と

言っていたものですから、数字を確認してくれませ

んか。

〇新里良章営農支援課長 平成28年度の計画としま

しては、準備型は50名、それから経営開始型が511名、

合計561名ということになっております。

〇喜納昌春委員 これは平成28年度の計画ですね。

平成27年度は45名、406名ですね。立ち上がった平成24

年度が27名と190名で合計217名ですね。それで農林
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水産部長、新垣哲司委員への答弁で、平成26年度は

両方のトータルで428名、８億3000万円になっている

わけです。平成27年度はトータル451名で、４億9000

円なのです。なぜ額が落ちたのでしょうか。給付の

やり方が違うのでしょうか。数はふえているのに、

予算の執行額が相当減っています。これはどういう

意味でしょうか。

〇新里良章営農支援課長 平成26年度に、経済対策

ということで補正予算を組んでおります。そのとき90

名程度補正予算を組みまして、平成27年度に継続し

て受給する方たちの補正予算をとっております。平

成27年度は補正予算をとった分、前倒しで給付した

分が減って、平成28年度でまた通常の金額になった

と。そういう金額の増減です。

〇喜納昌春委員 就農型は余り伸びないのですが、

この自立型はどんどんふえていますね。これはある

意味では大事なことですが、なぜ就農型はふえずに

―これは２カ年という条件があるものですから、こ

の辺、何か使いにくいことがあるのでしょうか。ニー

ズがないはずはないと思うのですが、この辺どうで

すか。自立型は結構どんどんふえてきています。５

年間あるというメリットもあるかもしれませんが、

この違いは何でしょうか。

〇新里良章営農支援課長 研修型、技術習得型、こ

れは研修型の準備型と言われるものですけれども、

それにつきましても平成24年度が27名、平成27年度

が45名と。研修ですので、農業大学校とか、それか

ら篤農家のほうに研修に行くという事業ですので、

それほど何百名という人数がいないということです。

〇喜納昌春委員 それで、さっき就農の話のところ

で玉城ノブ子委員のときに上がったのですが、とり

わけ遊休地の解消の問題、これはどうなっているの

でしょうか。大分進んできているのでしょうか。中

間管理云々もありましたので、それとも絡むのかど

うかわかりませんが、この辺についてお聞かせくだ

さい。

〇崎原盛光農政経済課長 まず遊休農地対策の取り

組みと課題ということでお答えしたいと思います。

遊休農地、耕作放棄地の課題としては、本県を見ま

すと、まず所有者の方の資産運用意識が大変強くて、

相続はするけれども、なかなか売ったり貸したがら

ないということが少しあります。それから先ほど少

しありましたが、不在村地主が多くて、所有者の所

在が不明、または未相続、このために農地の権利関

係が大変複雑なことがあります。それにあわせまし

て、遊休農地、耕作放棄地の多くは小さな面積で分

散していたり、それから傾斜地、排水不良などとい

うことで、非常に圃場条件が悪いことなどがありま

す。このため対策としては、農業委員会が毎年実施

する農地利用状況調査等を通じて、荒廃農地の所有

者に対して指導や通知等を行って、まずは農地の利

用の周知を図ること、それから農地中間管理機構制

度を活用しまして、機構が高齢農家等から農地を借

り上げて担い手に集積すること、さらに市町村が中

心になりまして、耕作放棄地再生利用緊急対策交付

金等を活用しまして、雑木除去、整地等の再生利用

促進をすることなどを実施しているところでありま

す。

〇喜納昌春委員 この答弁は従来の答弁だよ。最初

の土地に対するいろいろな課題とか。ただ、それは

あったにしても、さっきのアジア戦略構想ではない

けれども、沖縄には本当は遊ばす土地は全然ないと

思うのです。実際は、あらゆる土地を使わないと、

消費の問題でもそうですし、出す場合でも間に合わ

ないと思います。だから、そういう意味での対策は

ぜひとってほしいのですが、さっき玉城委員への答

弁のときに―中間管理の場合もそうですが、地主113

名から55.1ヘクタール預かっているのですが、実際

は20名に17.2ヘクタールしか貸し付けていないとい

うことですから、管理していてもなかなか借りない

と。これはどういうことですか。管理できたものは

本当は喜んで貸すことができるはずですが、まだ半

分にもいかず、中間管理でせっかく113名から借りて

いるのに、なかなか活用できない。これはなぜでしょ

うか。

〇崎原盛光農政経済課長 ３月末までに機構が借り

受けする農地面積が、これから手続に入るものもあ

るのですけれども、２年間で144ヘクタールを借り受

けする予定であります。これに対して実際担い手の

方には、３月末見込みで41.5ヘクタール程度は何と

か貸すことができるのではと思っているのですけれ

ども、差し引きしますと100ヘクタールがまだ機構の

中に保有されていることになりますので、機構事業

はもう終年通してずっとやっておりますので、引き

続き４月、５月からもこの農地はどんどん貸してい

くことになります。あわせてまた農地を出していた

だくこともどんどんとっているので、４月からもま

たどんどん集まってくるのではないのかと考えてい

ます。

〇喜納昌春委員 とにかくこの農業はこれだけ外国

人観光客もふえて、しかもアジア戦略構想の中で今

の立ち位置というのは、国内的にも非常に優位性が
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あるし、それから東南アジアからも相当期待されて

います。そういう意味では、前に大田さん時代に商

工労働部長をやっていた宮城弘岩さんが、2014年に

こういう本を出しています。「新時代の沖縄経済と交

易―ＴＰＰ時代の中で」ということで、この本はＴ

ＰＰ賛成の立場です。農林水産部長、この本は読み

ましたか。

〇島田勉農林水産部長 まだ読んでおりません。

〇喜納昌春委員 これを読んだ職員はいますか。今、

ＴＰＰは共産党がまだ反対ですし、国会でも決議さ

れていないので定かではありませんが、いずれにし

ても方向性は行きます。アメリカはもちろん―さっ

き仲村委員からもあったようにわからないですよ。

しかし、弘岩さんは、そういう意味ではＴＰＰになっ

ても沖縄の農業はできるという発想でやっています。

だからぜひ読んでいただきたい。これは願望です。

サトウキビを逆に飼料に変えなさいというぐらいの

発想です。そういう意味では大胆だけれども、これ

から生きていくうんちくがいっぱい入っているので、

ぜひ読んでいただきたいと思います。要望を申し上

げまして、私の質疑を終わります。

〇上原章委員長 以上で、農林水産部長及び労働委

員会事務局長に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

次回は、明 ３月10日 木曜日 午前10時から委

員会を開きます。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。

午後４時27分散会
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